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ア 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

Ⅰ．学生の確保の見通し 

１．入学定員及び学生納付金設定の考え方 

(1) 博士前期課程 

1) 農芸化学専攻 

本専攻では、食料、環境、健康の観点からの研究課題に対して、基礎・応用の両面

から研究遂行能力を修得できる教育研究体制のもと、幅広い分野を対象にできる科学

的解析能力、論理的展開能力を備えた人材を養成するため、実学主義の理念を基に、

人類の生活に関わる課題を食料、環境、健康の観点から農芸化学的アプローチにより

解決する能力を習得させることを教育研究上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 

① 入学定員 30 人（収容定員 60 人） 

② 専任教員数 13 人 

③ 初年度学生納付金 1,482,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

2) 醸造学専攻 

本専攻は、わが国独自の醸造技術や発酵食品の科学的探求および次世代の微生物利

用産業の発展に寄与するため、醸造に関わる微生物の分類、生態、構造、機能、遺

伝、育種とその応用、醸造物・発酵食品の製造技術、解析、開発、醸造・食品産業に

おける環境保全対策について取り扱う。 

本専攻では、前述における高度な知識と技術、研究能力を修得し、高度な問題解決

力を身に付けた人材を養成するため、研究者や技術者として必要な倫理および能力、

研究分野に関する基礎的な内容、さらに該当分野の造詣を深めると同時に英語の読解

力を養い、研究能力および問題解決力を修得させることを教育研究上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 
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① 入学定員 20 人（収容定員 40 人） 

② 専任教員数 13 人 

③ 初年度学生納付金 1,460,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

3) 食品安全健康学専攻 

本専攻は、食品の安全性と食品の機能性を教育研究の柱とする。本専攻における

「食品の安全性」とは、食品（成分）のリスクを科学的に評価し、リスクを的確に管

理し、方法論を構築し、リスクに関する情報を正しく発信することである。また、「食

品の機能性」とは、食品に関連する新規機能性成分を探索し、その機能を解明し、生

体に応用することである。本専攻では、これら両分野における高度な知識と技術、研

究能力を修得し、高度な問題解決力を身に付けた人材を養成する。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 

① 入学定員 20 人（収容定員 40 人） 

② 専任教員数 12 人 

③ 初年度学生納付金 1,460,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

4) 食品栄養学専攻 

本専攻は、ヒトの生涯にわたる健康の維持・増進および疾病の予防・改善に向けた

食の機能性の利用や、栄養管理などの専門的な研究を行い、さらに食品学および栄養

学領域において、専門的知識・技術と研究能力を持った研究・行政・教育・医療分野

などで指導的立場を担える専門家となる人材を養成する。 

食を基盤としたヒトの生涯にわたる健康の維持・増進および疾病の予防・改善にか

かわる食と栄養の専門的知識・技術と研究能力を修得し、問題を論理的に解決できる

人材の育成を教育研究上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定
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した。 

① 入学定員 6人（収容定員 12 人） 

② 専任教員数 11 人 

③ 初年度学生納付金 1,460,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

(2) 博士後期課程 

1) 農芸化学専攻 

本専攻では、食料・健康・環境に関わる研究課題に対して、農芸化学を基盤とした

高度な専門性を持ち、国際化し多様化する社会情勢の変化に柔軟かつ的確に対応でき

る幅広い知識と判断力を有した研究者と高度専門職業人を養成する。 

本専攻は、実学主義の理念を基に、農業を基礎とした人類の生活に関わる課題を食

料、環境、健康の観点から農芸化学的アプローチにより独自に解決、公表し、世に問

う能力を習得させることを教育研究上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 

① 入学定員 5人（収容定員 15 人） 

② 専任教員数 13 人 

③ 初年度学生納付金 1,614,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

2) 醸造学専攻 

本専攻は、わが国独自の醸造技術や発酵食品の科学的探求および次世代の微生物利

用産業の発展に寄与するため、醸造に関わる微生物の分類、生態、構造、機能、遺

伝、育種とその応用、醸造物・発酵食品の製造技術、解析、開発、醸造・食品産業に

おける環境保全対策について取り扱う。本専攻では、これらにおける高度な知識と技

術、創造的な研究能力と問題設定および解決にむけた指導的能力を修得した人材を養

成する。 

研究科共通科目と専攻基礎科目の履修により研究者としてキャリア形成していくた

めの基礎を身に付ける。さらに特論科目を履修し、該当分野の造詣を深める。これら

の科目と有機的なつながりを持ちながら研究指導科目を展開することにより、専門分

野における創造的な研究能力と問題設定および解決にむけた指導的能力を修得させる



4 
 

ことを教育研究上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 

① 入学定員 2人（収容定員 6人） 

② 専任教員数 13 人 

③ 初年度学生納付金 1,580,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

3) 食品安全健康学専攻 

本専攻は、食品の安全性と食品の機能性を教育研究の柱とする。本専攻における

「食品の安全性」とは、食品（成分）のリスクを科学的に評価し、リスクを的確に管

理し、方法論を構築し、リスクに関する情報を正しく発信することである。また、「食

品の機能性」とは、食品に関連する新規機能性成分を探索し、その機能を解明し、生

体に応用することである。本専攻では、これら分野における課題提案力、高度な知識

と技術、研究能力を修得し、独立した研究者・教育者・行政官などとしての素養を身

に付けた国際的に活躍する人材を養成する。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 

① 入学定員 3人（収容定員 9人） 

② 専任教員数 12 人 

③ 初年度学生納付金 1,580,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

4) 食品栄養学専攻 

本専攻は、食品の開発や安全性確保、医療における食事療法などの専門的な研究を

行い、さらに食品学および栄養学領域において、豊富な専門的知識・技術と研究能力

を有し、研究・産業発展などで指導的立場を担える高度な専門家を養成する。 

食品学や栄養学などの専門領域における高度な知識と創造的な研究能力を修得し、
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問題設定・解決能力および問題解決に向けてのリーダーシップを備えた人材の育成を

教育研究上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、指導教員が所属する研究室に学生を配

属し、授業科目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととし

ている。このように研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養

成する人材像」を輩出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員

数や施設設備等の面から検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定

した。 

① 入学定員 2人（収容定員 6人） 

② 専任教員数 11 人 

③ 初年度学生納付金 1,580,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

２．定員充足の見込みと根拠 

(1) 博士前期課程 

1) 本学及び他大学等の入試動向 

表 1に示すとおり、日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志

願動向」によると、私立大学における「修士課程及び博士前期課程、専門職学位課

程」の志願者数は、2014 年度 52,385 人から 2018 年度 56,154 人に増加（3,769 人）し

ている。また、農学系研究科に絞ると、2014 年度 792 人から 2018 年度 811 人と横ば

いの傾向を示している。 

本学農学研究科（博士前期課程）の志願者数は、2014 年度 238 人から 2018 年度 275

人と増加傾向を示している。 

 

表 1 全国および本学農学研究科（博士前期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年

度）の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

全国私立大学 修士課程等(注) 52,385 51,022 50,064 53,247 56,154 

全国私立大学のうち 農学系(注) 792 804 792 746 811 

東京農業大学農学研究科 

(博士前期課程) 

238 264 276 228 275 

（注）出典：日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 

 

2) 本学農学研究科農芸化学専攻（博士前期課程）の入試動向 

応用生物科学研究科農芸化学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科農

芸化学専攻（博士前期課程）（以下、「前専攻」という）の入試動向から、本専攻の学
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生確保の見通しを確認する。 

前専攻における直近 5年間の入学志願動向をみると、表 2 が示すとおり、2017 年度

に 27 人と減少したものの、その他の年度は 40 人程度の志願者をコンスタントに維持

している。本専攻は、2020 年度開設時に前専攻の入学定員 25 人から 30 人に増員する

計画であるが、表 1 および表 2 が示すとおり、一般的な志願動向及び本学農学研究科

のこれまでの入試実績から、本専攻の開設にあたり、学生確保の見込みがあると判断

した。 

表 2 農学研究科農芸化学専攻（博士前期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年

度）の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

① 志願者数 41 38 37 27 37 

② 受験者数 41 38 35 27 37 

③ 合格者数 28 28 28 25 31 

④ 入学者数 27 26 26 21 27 

⑤ 入学定員 25 25 25 25 25 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 1.08 1.04 1.04 0.84 1.08 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 1.64 1.52 1.48 1.08 1.48 

3) 本学農学研究科醸造学専攻（博士前期課程）の入試動向

応用生物科学研究科醸造学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科醸造

学専攻（博士前期課程）（以下、「前専攻」という）の入試動向から、本専攻の学生確

保の見通しを確認する。 

前専攻における直近 5年間の入学志願動向をみると、表 3 が示すとおり、30 人から

40 人程度の志願者を維持している。本専攻は、2020 年度開設時に前専攻の入学定員

12 人から 20 人に増員する計画であるが、表 1 および表 3 が示すとおり、一般的な志

願動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績から、本専攻の開設にあたり、学生

確保の見込みがあると判断した。 
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表 3 農学研究科醸造学専攻（博士前期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年度）

の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

① 志願者数 30 39 44 28 43 

② 受験者数 30 38 44 27 43 

③ 合格者数 19 24 28 19 33 

④ 入学者数 18 22 27 17 32 

⑤ 入学定員 12 12 12 12 12 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 1.50 1.83 2.25 1.42 2.67 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 2.50 2.42 3.67 2.33 3.58 

 

4) 本学農学研究科食品安全健康学専攻（修士課程）の入試動向 

応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研

究科食品安全健康学専攻（修士課程）（以下、「前専攻」という）は、2018 年度に開設

し、当該年度の志願者は表 4が示すとおり入学定員と同数の 20 人であった。最終的に

入学者数は 18 人となりわずかに定員を満たすことができなかったが、前述の農学系大

学院の一般的な志願動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績から、本専攻の開

設にあたり、学生確保の見込みがあると判断した。 

 

表 4 農学研究科食品安全健康学専攻（修士課程）志願者数（2018 年度） 

年度 2018 

① 志願者数 20 

② 受験者数 20 

③ 合格者数 20 

④ 入学者数 18 

⑤ 入学定員 20 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 0.90 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 1.00 

 

5) 本学農学研究科食品栄養学専攻（博士前期課程）の入試動向 

応用生物科学研究科食品栄養学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科

食品栄養学専攻（博士前期課程）（以下、「前専攻」という）の入試動向から、本専攻

の学生確保の見通しを確認する。 

前専攻における直近 5年間の入学志願動向をみると、表 5 が示すとおり、2018 年度

は 4人と大きく減少したものの概ね 10 人から 20 人前後を推移している。また、本専

攻は、入学定員を確実に確保するため、2020 年度開設時に前専攻の入学定員 12 人か
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ら 6人に減員する計画である。 

以上、一般的な志願動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績から、本専攻の

開設にあたり、設定した入学定員を確保するの見込みがあるものと判断した。 

表 5 農学研究科食品栄養学専攻（博士前期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年

度）の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

① 志願者数 13 23 11 14 4 

② 受験者数 13 22 11 14 4 

③ 合格者数 12 14 10 13 3 

④ 入学者数 10 13 7 13 2 

⑤ 入学定員 12 12 12 12 12 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 0.83 1.08 0.58 1.08 0.17 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 1.08 1.92 0.92 1.17 0.33 

(2) 博士後期課程

1) 本学及び他大学等の入試動向

表 6に示すとおり、日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志

願動向」によると、私立大学における「博士課程及び博士後期課程」の志願者数は、

2014 年度 5,772 人から 2018 年度 5,488 人にほぼ横ばいの傾向を示している。しか

し、農学系研究科に絞ると、2014 年度 638 人から 2018 年度 811 人と 173 人（1.27

倍）増加している。 

また、本学農学研究科（博士後期課程）の志願者数は、2014 年度 23 人から 2018 年

度 49 人と 26 人（2.13 倍）増加している。 

表 6 全国および本学農学研究科（博士後期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年

度）の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

全国私立大学 博士課程等(注) 5,772 5,602 4,698 5,313 5,488 

全国私立大学のうち 農学系(注) 638 621 629 746 811 

東京農業大学農学研究科 

(博士後期課程) 

23 15 23 32 49 

（注）出典：日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 

2) 本学農学研究科農芸化学専攻（博士後期課程）の入試動向

応用生物科学研究科農芸化学専攻（博士後期課程）の前身である本学農学研究科農
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芸化学専攻（博士後期課程）（以下、「前専攻」という）の入試動向から、本専攻の学

生確保の見通しを確認する。 

前専攻における直近 5年間の入学志願動向をみると、表 7 が示すとおり、2014 年度

から 2017 年度までは定員未充足が続いたものの 2018 年度は定員を充足している。 

2018 年度の志願者数の増加は、2016 年度に「東京農業大学大学院学びて後足らざる

を知る奨学金規程資料１」を制定し、この大型奨学金（入学金、授業料、整備拡充費

の全額を給付）が在校生に浸透した結果と考えられる。 

以上、農学系他大学大学院の入試動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績か

ら、本専攻の開設にあたり、設定した入学定員を確保するの見込みがあるものと判断

した。 

 

表 7 農学研究科農芸化学専攻（博士後期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年

度）の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

① 志願者数 1 1 0 0 7 

② 受験者数 1 1 0 0 7 

③ 合格者数 1 1 0 0 7 

④ 入学者数 1 1 0 0 7 

⑤ 入学定員 5 5 5 5 5 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 0.20 0.20 0.00 0.00 1.40 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 0.20 0.20 0.00 0.00 1.00 

 

3) 本学農学研究科醸造学専攻（博士後期課程）の入試動向 

応用生物科学研究科醸造学専攻（博士後期課程）の前身である本学農学研究科醸造

学専攻（博士後期課程）（以下、「前専攻」という）の入試動向から、本専攻の学生確

保の見通しを確認する。 

前専攻における直近 5年間の入学志願動向をみると、表 8 が示すとおり、2014 年度

から 2016 年度までは定員未充足が続いたものの 2017 年度からは定員を充足してい

る。 

2017 年度以降の志願者数の増加は、2016 年度に「東京農業大学大学院学びて後足ら

ざるを知る奨学金規程資料１」を制定し、この大型奨学金（入学金、授業料、整備拡

充費の全額を給付）が在校生に浸透した結果と考えられる。 

以上、農学系他大学大学院の入試動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績か

ら、本専攻の開設にあたり、設定した入学定員を確保するの見込みがあるものと判断

した。 
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表 8 農学研究科醸造学専攻（博士後期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年度）

の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

① 志願者数 0 0 0 2 4 

② 受験者数 0 0 0 2 4 

③ 合格者数 0 0 0 2 4 

④ 入学者数 0 0 0 2 4 

⑤ 入学定員 2 2 2 2 2 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 0.00 0.00 0.00 1.00 2.00 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 0.00 0.00 0.00 1.00 2.00 

4) 本学農学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）に対する入学意向調査

新設専攻に対する大学生の入学意向を把握するために、次のとおりアンケート調査を

行った資料２。 

① 調査対象者

アンケート調査は、本専攻の基礎となる本学農学研究科食品安全健康学専攻（修士課

程）1年生を対象に実施した。 

② 調査方法

2018 年 11 月から 12 月にかけ、東京農業大学内の教室において、上記の調査対象者

に対し、アンケート用紙及び東京農業大学大学院農学研究科食品安全健康学専攻（博士

後期課程）（仮称）の概要を配布し、直接アンケート用紙に記入する方法により実施し

た。 

③ アンケート調査の結果

この結果、18 人から回答があった。

回答者 18 人のうち、東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博

士後期課程）へ「入学したい」と回答した者は 3 人いることがわかる。これによって、

東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）の入学定

員 3 人に対して 1.0 倍の入学意向を確保しているといえる。 

また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した回答者が、合算で 8 人いるこ

とから、東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）

の入学定員 3 人に対して 2.6 倍の入学意向を示したといえる。 

以上の調査結果と、調査対象以外からの進学も考えられることから、東京農業大学大

学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）の入学定員を満たす学生

は十分に確保できるものと考える。 
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5) 本学農学研究科食品栄養学専攻（博士後期課程）の入試動向 

応用生物科学研究科食品栄養学専攻（博士後期課程）の前身である本学農学研究科

食品栄養学専攻（博士後期課程）（以下、「前専攻」という）の入試動向から、本専攻

の学生確保の見通しを確認する。 

前専攻における直近 5年間の入学志願動向をみると、表 9 が示すとおり、2016 年度

を除き定員を充足している。 

また、2016 年度に「東京農業大学大学院学びて後足らざるを知る奨学金規程資料

１」を制定し、この大型奨学金（入学金、授業料、整備拡充費の全額を給付）が在校

生に浸透しつつあることも志願者増につながるものと考えられる。 

以上、農学系他大学大学院の入試動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績か

ら、本専攻の開設にあたり、設定した入学定員を確保する見込みがあるものと判断し

た。 

 

表 9 農学研究科食品栄養学専攻（博士後期課程）志願者数（2014 年度から 2018 年

度）の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

① 志願者数 2 0 2 5 2 

② 受験者数 2 0 2 5 2 

③ 合格者数 2 0 2 4 2 

④ 入学者数 2 0 2 4 2 

⑤ 入学定員 2 2 2 2 2 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 1.00 0 1.00 2.00 1.00 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 1.00 0 1.00 2.50 1.00 

 

Ⅱ．学生の確保に向けた具体的な取組 

１．学生の確保に向けた具体的な取組状況（予定を含む） 

本学大学院では本学学部生のみならず、広く本学の教育研究について理解得ると同時

に学生確保につなげるため、大学院として以下のような取り組みを行っている。 

(1) ホームページでの広報活動 

東京農業大学大学院 ホームページ主な掲載内容（http://gs.nodai.ac.jp/） 

ページビュー約 30,800（2019 年 2 月現在）、 

大学院案内（https://www.nodai.ac.jp/nodaigs/about/graduate-guide/） 

ページビュー約 5,700（2019 年 2 月現在）、 

1) 基本情報 

① 研究科委員長からのメッセージ 

② 教育研究上の目的・目標ならびに３方針 
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③ 研究科・専攻についての基本情報 

④ 学位論文審査基準 

2) 入試情報 

① 大学院出願の案内と学生募集要項 

② 入試実施結果および大学院入試の過去問題 

③ JICA プログラムによる長期履修 

3) 生活・進路 

① 学費・奨学生制度について 

② 就職情報 

4) イベント（FD 活動ほか） 

① 専攻別入試説明会の実施 

② 大学院生による研究説明会の実施 

③ 日本学術振興会特別研究員の応募について 

(2) 入試募集業務 

① 募集要項の発行（電子データでホームページにて提供） 

② 大学案内への大学院情報提供（発行部数 11 万部） 

③ 大学院案内の発行・配布（発行部数 2500 部） 

④ JICA 人材育成奨学計画による海外若手行政官等の積極的な受け入れ 

⑤ 日本への渡航による受験を必要としない海外現地入試の導入 

⑥ 教育後援会地方懇談会（毎年日本全国で開催）での大学院案内配布 

⑦ 職業を有している者でも入学しやすいよう長期履修制度を導入した。最長で標

準修業年限の 2倍の期間まで修学でき費用も期間に応じて分割される。 

⑧ JICA と協定を締結し、青年海外協力隊隊員及び日系社会青年ボランティアを行

いながら長期履修することができる制度 

また、上記の他に専攻ごとに以下のような取り組みを行っている。 

(3) 農芸化学専攻 

学部 1年次開講のフレッシュマンセミナーでの大学院の紹介とともに学科教員が自

身のキャリアについて語る会を設け、大学院進学への動機づけを行っている。 

(4) 醸造学専攻 

学部学科の組織と日本醸造学会若手の会とのタイアップにより、「スチューデント・

サイエンティスト・プログラム（SSP）」という講演会を開催（H29 年度）するなど、

農大の大学院を卒業して業界で活躍している卒業生に経験談を話してもらい、学部生

に、大学院に進学したあとのキャリアイメージを持ってもらい、大学院進学への動機

づけを行っている。 

(5) 食品安全健康学専攻 

学部生に対して、講義等を通じて、研究の意義、研究職の魅力をアピールし、ガイ
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ダンス等で、大学院での研究、研究職の魅力などについてＰＲすることを意識し、学

部３年生の就職活動を始める前までに、大学院進学への動機づけを開始するようにし

ている。 

(6)食品栄養学専攻

学部１年次のフレッシュマンセミナーや３年次の必修授業において大学院はどうい

うところなのかというような話を教授や大学院修了生が行い、大学院進学への動機づ

けを行っている。 

また、関東近県の関東近県の管理栄養士養成を行っている私立大学に本学大学院の

チラシを郵送するなど専攻独自の広報を行っている。

イ 人材需要の動向等社会の要請

Ⅰ．人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）

１．養成する人材像

(1) 農芸化学専攻

1) 博士前期課程

食料、環境、健康の観点からの研究課題に対して、基礎・応用の両面から研究遂行

能力を修得できる教育研究体制のもと、幅広い分野を対象にできる科学的解析能力、

論理的展開能力を備えた人材を養成する。

2) 博士後期課程

食料・健康・環境に関わる研究課題に対して、農芸化学を基盤とした高度な専門性

を持ち、国際化し多様化する社会情勢の変化に柔軟かつ的確に対応できる幅広い知識

と判断力を有した研究者と高度専門職業人を養成する。

(2) 醸造学専攻

1) 博士前期課程

醸造学専攻博士前期課程はわが国独自の醸造技術や発酵食品の科学的探求および次

世代の微生物利用産業の発展に寄与するため、醸造に関わる微生物の分類、生態、構

造、機能、遺伝、育種とその応用、醸造物・発酵食品の製造技術、解析、開発、醸

造・食品産業における環境保全対策について取り扱う。本専攻では、これらにおける

高度な知識と技術、研究能力を修得し、高度な問題解決力を身に付けた人材を養成す

る。

2) 博士後期課程

醸造学専攻博士後期課程はわが国独自の醸造技術や発酵食品の科学的探求および次

世代の微生物利用産業の発展に寄与するため、醸造に関わる微生物の分類、生態、構

造、機能、遺伝、育種とその応用、醸造物・発酵食品の製造技術、解析、開発、醸

造・食品産業における環境保全対策について取り扱う。本専攻では、これらにおける

高度な知識と技術、創造的な研究能力と問題設定および解決にむけた指導的能力を修



14 

得した人材を養成する。

(3) 食品安全健康学専攻

1) 博士前期課程

食品安全健康学専攻は、食品の安全性と食品の機能性を教育研究の柱とする。本専

攻における「食品の安全性」とは、食品（成分）のリスクを科学的に評価し、リスク

を的確に管理し、方法論を構築し、リスクに関する情報を正しく発信することであ

る。また、「食品の機能性」とは、食品に関連する新規機能性成分を探索し、その機能

を解明し、生体に応用することである。本専攻では、これら両分野における高度な知

識と技術、研究能力を修得し、高度な問題解決力を身に付けた人材を養成する。

2) 博士後期課程

食品安全健康学専攻は、食品の安全性と食品の機能性を教育研究の柱とする。本専

攻における「食品の安全性」とは、食品（成分）のリスクを科学的に評価し、リスク

を的確に管理し、方法論を構築し、リスクに関する情報を正しく発信することであ

る。また、「食品の機能性」とは、食品に関連する新規機能性成分を探索し、その機能

を解明し、生体に応用することである。本専攻では、これら分野における課題提案

力、高度な知識と技術、研究能力を修得し、独立した研究者・教育者・行政官などと

しての素養を身に付けた国際的に活躍する人材を養成する。

(4) 食品栄養学専攻

1) 博士前期課程

食品栄養学専攻は、ヒトの生涯にわたる健康の維持・増進および疾病の予防・改善

に向けた食の機能性の利用や、栄養管理などの専門的な研究を行い、さらに食品学お

よび栄養学領域において、専門的知識・技術と研究能力を持った研究・行政・教育・

医療分野などで指導的立場を担える専門家となる人材を養成する。

2) 博士後期課程

食品栄養学専攻は、食品の開発や安全性確保、医療における食事療法などの専門的

な研究を行い、さらに食品学および栄養学領域において、豊富な専門的知識・技術と

研究能力を有し、研究・産業発展などで指導的立場を担える高度な専門家を養成す

る。

２．教育研究上の目的

(1) 農芸化学専攻

1) 博士前期課程

農芸化学専攻博士前期課程は、実学主義の理念を基に、人類の生活に関わる課題を

食料、環境、健康の観点から農芸化学的アプローチにより解決する能力を修得させる

ことを教育研究上の目的とする。

2) 博士後期課程
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農芸化学専攻博士後期課程は、実学主義の理念を基に、農業を基礎とした人類の生

活に関わる課題を食料、環境、健康の観点から農芸化学的アプローチにより独自に解

決、公表し、世に問う能力を修得させることを教育研究上の目的とする。

(2) 醸造学専攻

1) 博士前期課程

必修の基礎科目として配置する「研究倫理」および「プレゼンテーション法」によ

り研究者や技術者として必要な倫理および能力を身に付ける。「醸造学概論」および

「応用微生物学特講」において醸造学専攻の研究分野に関する基礎的な内容を学ぶ。

さらに特論科目を履修し、該当分野の造詣を深めると同時に英語論文を教材として用

いることにより英語の読解力を養う。これらの科目と有機的なつながりを持ちながら

研究科目を履修することにより、研究能力および問題解決力を修得させることを教育

研究上の目的とする。

2) 博士後期課程

研究科共通科目と専攻基礎科目の履修により研究者としてキャリア形成していくた

めの基礎を身に付ける。さらに特論科目を履修し、該当分野の造詣を深める。これら

の科目と有機的なつながりを持ちながら研究指導科目を展開することにより、専門分

野における創造的な研究能力と問題設定および解決にむけた指導的能力を修得させる

ことを教育研究上の目的とする。

(3) 食品安全健康学専攻

1) 博士前期課程

必修の専門科目として配置する「食品安全科学特論」および「食品機能科学特論」

において教育研究の柱とする、「食品の安全性」と「食品の機能性」を学び、それ以外

の専門科目などの履修により、各分野の造詣を深める。それにより、食品成分のリス

クの意味を理解したうえで機能性を評価することができ、難度の高い問題を解決する

能力を修得させることを教育研究上の目的とする。

2) 博士後期課程

専攻専門科目において、教育研究の柱となる専門科目の履修により、各分野の造詣

を深める。それにより、食品成分のリスクの意味を理解したり、機能性を評価するこ

とができる、未解決の難題に対し課題を発見し、食品関連などの独立した研究者・教

育者・行政官などとしての素養を身に付けた国際的に活躍できる人材の養成を教育研

究上の目的とする。

(4) 食品栄養学専攻

1) 博士前期課程

食を基盤としたヒトの生涯にわたる健康の維持・増進および疾病の予防・改善にか

かわる食と栄養の専門的知識・技術と研究能力を修得し、問題を論理的に解決できる

人材の育成を教育研究上の目的とする。
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2) 博士後期課程 

食品学や栄養学などの専門領域における高度な知識と創造的な研究能力を修得し、

問題設定・解決能力および問題解決に向けてのリーダーシップを備えた人材の育成を

教育研究上の目的とする。 

 

Ⅱ．目的等が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的

な根拠 

１．人材需要の動向 

(1) 農芸化学専攻 

1) 博士前期課程 

農芸化学は、生命、食糧、環境の３つのキーワードに代表されるような、「化学と生

物」に関連したことがらを基礎から応用まで、はば広い専門領域を対象とした学問であ

る。このような広範な専門性が横断的に共通の研究・教育分野として取り扱われ、ここ

まで大きく発展したのは諸外国には類がなく、本専攻の大きな特色となる。 

実際に、本学大学院農芸化学専攻は土壌肥料学研究室、植物生産化学研究室、生物有

機化学研究室、食料資源理化学研究室、応用微生物学研究室、栄養生化学研究室からな

る 3 分野 6 研究室体制で構成され、専攻全体の専門領域には、土壌肥料学、植物栄養

学、植物生理学、有機合成化学、天然物化学、食品加工学、応用微生物学、食品機能学、

食品栄養学、薬理学など自然科学系の広範な専門分野が挙げられる。専攻に在籍する学

生は、農芸化学及びその関連の学部教育の習熟度に一定の基準を満たす者が、更に高度

な専門教育を受けることを目的として入学している。 

本専攻での専門分野は何れも実験科学であることから、在籍者は所属研究室で日常的

に計画性や自主性、情報収集能力を養いつつ、修士論文の研究課題の遂行に努めている。

並行して、座学の講義では農芸化学分野を網羅する外部講師を招聘して最新の研究成果

に触れることができる。さらにプレゼンテーション法や英語教育などもプログラムに取

り入れ、修了後に社会での即戦力と成り得る人材の輩出に努めている。これらの教育プ

ログラムの特色には、農業生産から食品の加工、栄養評価までの広範な専門性を、「化

学」を共通言語として総体的に捉えることができる人材を育成することが挙げられる。 

農芸化学専攻は 1957 年に設立され、60 年以上の歴史を誇り、これまでに数多くの修

了生を輩出している。主な就職先は、農芸化学の関連分野、すなわち、肥料、農業資材、

種苗、農薬などの農林関連産業、ならびに、食品や飲料の製造業、化学工業、製薬・化

粧品など多岐に渡り、本専攻の修了生が各業界で実績を残している。 

本専攻修了生が各業界で活躍している背景には、前述の通り、「化学」を共通言語と

して、物事を総体的に捉えるという本専攻の理念に支えられていると自負している。既

に、彼らの活躍が国内外における社会的、地域的な人材需要を証明しているが、更に、

学生の就職活動を取り扱う企業においても、昨今、理系学生の新卒採用の求人は、研究
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開発職のみならず、学部卒よりも更に高度な能力を培った博士前期課程修了者の方が有

利な状況にあることが示されている資料３。今後、人口構造の変化が著しい我が国にお

いては、学歴や能力に関する差別化が顕著となることが容易に想定され、本専攻の修了

生の社会的、地域的な人材需要を裏付けるものとなる。 

2) 博士後期課程

日本の総研究者数は 1998 年以降、それまでの右肩上がりの状況から転じて、毎年微

増となっている資料４。一方で、研究者の中での博士号保有者の占める割合は、2002 年

の 15.3%から 2016 年では 19.2%に増加している。これは、国内の研究者がより高い専門

性を求められていることを反映している。農学分野での学位取得者数の推移では、約 20

年前から毎年 1,000 名程度の学位取得者が国内で輩出されている。 

本専攻の博士後期課程では、博士論文に関連した実験科学の遂行に注力することとな

る。研究の遂行にあたっては、博士前期課程で培った計画性や情報収集能力を基に、研

究の立案から実験データの解釈までを総合的に実行する。さらに得られた研究成果を世

に公表するための学術論文への投稿、受理が義務化されている。これらの教育プログラ

ムは高い専門性の育成にとどまらず、応用力や情報発信の能力も修得できることとなり、

博士号取得後に研究者として独り立ちできるような総合的な能力の修得となる。 

博士前期課程にもある通り、本専攻は、農芸化学という広範な専門領域を対象として

おり、旧来の農学分野のみならず、生命科学の分野にもその専門領域が拡充している。

農業という基幹産業はもちろんのこと、バイオテクノロジー分野においても、諸外国と

対等に発展するためには、研究遂行のための高い総合的な能力を有する博士号取得者が

今後も更に社会に必要とされているのは自明である。 

(2) 醸造学専攻

1) 博士前期課程

近年の食生活の多様化に伴い、国内における醸造関連製品の需要については、ほぼ

飽和状態から漸減状態となっているが、2013 年に和食がユネスコ世界無形文化遺産と

なり（申請名称「和食；日本人の伝統的な食文化」資料５）、和食の海外普及ととも

に、醸造関連製品の海外での需要は増加している。これに伴い各業界とも輸出量を伸

ばしており、過去 10 年間の輸出量は、清酒・醤油・味噌・食酢のいずれにおいても 2

倍程度の伸びを示している資料６～９。例えば酒類については、平成 21 年以降、輸出

金額と数量とも伸び続け、過去最高を更新し続けている。平成 26 年には、日本産酒類

についての政府をあげた輸出促進に関わる取組方針が策定されたほか、輸出環境整備

として様々な取り組みが行われている。さらに、政府による、日本再興戦略(平成 25

年 6 月 14 日閣議決定)における日本産酒類の輸出促進資料 10、まち・ひと・しごと創

生総合戦略（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）における地域振興の取り組み資料 11、

及び、総合的な TPP 関連政策大綱（平成 27 年 11 月 25 日 TPP 総合対策本部決定）にお
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ける日本産酒類等の海外展開と GI の活用促進資料 12、といった重要方針が示される

など、日本ブランド強化や地域振興に関連して複数の方針が示されている。さらに直

近年では、日本 EU 経済連携協定（EPA）交渉の結果、EU における清酒・焼酎・ワイン

に対する関税の（段階的）撤廃や日本 GI の保護、容器容量規制の緩和が決定し資料

13、輸出障壁が大きく除かれるなどの変化があり、日本産酒類の海外展開には追い風

となる国際的な情勢となっている。さらに、味噌や醤油などの醸造食品についても、

農林水産省が、国内においては、和食の保護および継承を喚起すると同時に、日本の

食文化の海外展開に向けて積極的な取り組みを行っている（農林水産省、食料・農

業・基本計画資料 14）。これら醸造業界を取り巻く情勢を鑑みると、従来の国内の地

場産業的な視点のみならず、グローバルな視点から醸造・発酵産業を含む微生物利用

産業の未来を切り開くことができる、高い専門性を持つ人材の需要は一層増大すると

考えられる。さらに、海外においては修士の学位は高い専門性を証明することから、

海外展開を進めるうえで、自社技術力と製品品質の信頼性の高さを示すためにも修士

の学位取得者の存在は大きく、醸造・発酵産業を含めた微生物利用産業においてその

需要は一層増すことが見込まれる。 

醸造学専攻は、醸造・発酵分野及び関連する微生物の高度な専門教育機関として、

開設以来、学部の醸造科学科や醸造関連業界と連携しながら教育・研究を展開してお

り、醸造産業を取り巻く複雑な状況に対応できる人材養成プログラムに基づいて、業

界の需要に対応し業界発展に貢献し得る人材を輩出してきた。このような人材は、海

外展開が劇的に増加することが見込まれる今後の醸造業界においては不可欠な人材で

あり、官民あげての施策をサポートするためにも、本専攻は優れた人材を育て、業界

へ供給する責務を負っていると自覚している。 

また、本専攻では醸造・発酵技術に基づく微生物利用の応用形として環境浄化やバ

イオマスエネルギー開発分野にも取り組んでいるが、政府の第 4 次環境基本計画中の

「持続可能な社会の実現」方針の下、本分野が対象となる環境産業の雇用規模は年々

拡大しており、今後も人材需要の増加が見込まれている（環境産業市場規模検討会

「環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書」資料 15）。 

以上の社会的・業界的な動向を考慮すると、本専攻が養成する人材像の需要は、今

後一層増加すると考えることができる。 

2) 博士後期課程 

上記に記載の通り、和食を支える伝統産業である清酒、醤油及び味噌は、食生活の

変化から国内消費量は減少の傾向にあるものの、和食の海外普及とともに輸出量は増

加傾向にある。伝統的な日本の醸造食品や酒に関わる産業を、国内消費を中心とした

業態から海外市場も含む業態へ発展させ、確固たる地位を築き上げる目標は、官民で

共通した方向性であり、それらを支える高度な研究能力を有する人材の養成は、これ

まで以上に強く求められる。また、「持続可能な社会の実現」は、22 世紀へ向けた人
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類共通の課題であり、その中心的な分野である、環境浄化やバイオマスエネルギーに

関わる分野が、今後一層発展することに疑いの余地はない。これらの社会背景のも

と、微生物学・化学・生物工学に関する独創的な研究能力と問題設定及び解決に向け

た指導的能力を修得した人材である醸造学分野の博士号取得者は、今後一層社会に求

められていくことが予想される。 

(3) 食品安全健康学専攻

「食の安全・安心」に関しては、農作物への農薬等の残留、食品の産地や期限表示

の信頼性、食品媒介感染症・食中毒の発生、食品添加物・輸入食品・遺伝子組換え食

品・いわゆる健康食品の安全性への危惧、さらに福島第一原子力発電所事故に関する

放射性物質による土壌・海洋汚染から派生する食品汚染など、新たな食に対する不安

要因が増加し、国民が食に対する不安を抱えている。例えば平成 28 年度下半期に行わ

れた日本政策金融公庫(日本公庫)・農林水産事業の食品産業動向調査結果(調査時点：

平成 29 年 1 月 1日、食品関係企業 2,446 社回答)によると、「食品産業の商品・製品の

志向」では、質問項目「低価格」「健康・美容」「安全」「味」「地元産」「国産」「簡

便」の中で、「安全」のみが解答率 50％前後で推移している。これは安全性の判断基

準ともなっている「国産」が平成 24 年度下半期の 10.7%から平成 28 年度下半期で

17.3%と増加していることから、期限切れ中国産鶏肉使用や異物混入などの食の安全・

安心を脅かす出来事の影響があると窺える資料 16。内閣府食品安全委員会が平成 30

年 2 月に実施した食品安全モニター444 名(回答 379 名)へのインターネットでのアン

ケート調査では、日常生活を営む上で、自然災害や交通事故、病気・けがなど様々な

リスク・問題に対する安全を意識する中で、「食の安全」について、「とても不安を感

じる」または「ある程度不安を感じる」と回答した割合が合わせて 61.2%となってい

る資料 17。 

また、独立行政法人国民生活センターの全国消費生活情報ネットワークシステムに

みる危害・危険情報の集計において、食料品（健康食品、飲料、調理食品など）、保

健・福祉サービス、保健衛生品、居住品、その他のサービスの五つのカテゴリーのう

ち、食料品に関する危害情報では、平成 26 年の 2122 件（18.3％、3位）、平成 27 年

の 2259 件（21.2％、2位）、平成 28 年の 3173 件（24.5％、1位）、平成 29 年の 3022

件（26.8％、1位）と顕著に増加する傾向にあることがわかる資料 18，19。また、イ

ンターネット通販を利用して国内に限らず海外からも健康食品を容易に購入できる環

境となり、「インターネットで購入した健康食品で健康被害が出た」などのトラブル情

報が消費者庁に寄せられている。消費者庁ニュースリリース(平成 30 年 11 月 14 日)で

は、ネット通販トラブルの中で健康食品によるものが最も多い（40％強）資料 20。こ

のようなトラブルを減らすためには、健康食品といわれる食品の安全性と効果（機

能）を正しく評価できる人材とその育成が必要である。 
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一方、食品安全委員会は、食品安全基本法に基づくリスク評価として、平成 30 年

11 月 9 日現在で 2,922 件にのぼる食品健康影響評価を実施し、さらに評価案の意見募

集中案件が 12 件、評価審議中案件が 302 件をそれぞれ数えている。このことは、「食

品の安全性の専門家」により解決すべき食の問題が山積していることを示している資

料 21。 

以上より、食品にかかわる行政部門、産業界、教育研究機関、メディアおよび消費

者の間では「食品の安全性」が重要視され、食の安全・安心を総合的に深く理解し、

食に対する問題解決力を備えた広範な能力を有する「食品の安全性の専門家」たる人

材に対するニーズが高いことがわかる。とくに食品健康影響評価などに食品の安全性

に関するデータや文献などを理解し、必要に応じて新たな資料を作成することが可能

な人材を育成することは将来にわたって重要であり、博士の学位を有した、食品の安

全に関する幅広く高度な知識と判断力を有した人材が必須である。 

他方、食を通じた「健康の維持・増進」に関しては、超高齢社会に伴う「健康寿命

の延伸」に対する関心の高まりに見られるように、普段の食生活改善による生活習慣

病の予防、あるいは当該病態の軽減に期待が寄せられている。生活習慣病には、高血

圧症、脂質異常症、糖尿病、肥満症、心筋梗塞、骨粗鬆症などがあるが、平成 28 年度

国民健康・栄養調査では、高血圧症 1010 万人、脂質異常症は 206 万人、糖尿病が強く

疑われる者が約 1000 万人、糖尿病の可能性を否定できない者も約 1000 万人、肥満症

が男性の 31.3％、女性の 11.6％、心疾患が 173 万人、骨粗鬆症が 1280 万人とみられ

る。患者あるいは予備軍といわれる人々の中には、特定保健用食品、機能性表示食

品、さらにそれら以外の健康食品を積極的に購入している者が多い。それは、日本政

策金融公庫のニュースリリース(平成 30 年 3 月 8日)による消費者動向調査の食の志向

において、ここ８年間にわたって健康志向が経済的志向などに比して最も高い数値を

示し、徐々にその数値が増していること（平成 28 年 1 月 41.7％、平成 29 年 7 月

44.6％、平成 30 年 1 月 42.9％）からもわかる資料 22。 

このような生活習慣病の予防・悪化抑制により、「健康」を維持したいというニーズ

に対応するためには、従来の栄養学的な食事指導に加え、非栄養素として食材に含ま

れ、食品の三次機能といわれる生体調節機能を発揮する食品因子の積極的に活用する

必要がある。そのためには、博士の学位を有し、食品因子の生理活性などについて充

分な知識を備え、それらの分析や作用機序解明ができる能力を有した人材が必要とさ

れている。食品因子利用の実例としては、当該機能を以て不適切な生活習慣に伴う健

康リスクを低減するように工夫した製品が開発され、当該食品因子や製品が健康に対

してどのような機能をもっているかを示す「保健の用途」について具体的に表示する

ことを消費者庁が許可した「特定保健用食品（トクホ）」がある。トクホは平成 30 年

９月３日時点で 1053 件の食品が許可されていて（日本健康・栄養食品協会ホームペー

ジ」資料 23、平成 11 月 3 日時点では 1065 件）、平成 29 年度の市場規模は 6,586 億円
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となっているが（日本健康・栄養食品協会によるトクホの表示許可を取得した企業に

対するアンケート調査 1078 品目資料 24）、その適切な利用・摂取を推進するには広範

かつ網羅的にトクホの機能性に精通した人材が求められる。 

さらには、平成 27 年 4 月より新たに「機能性表示食品」制度が施行されたことも、

高度な知識を有する「食品の機能性の専門家」を輩出せねばならない重要な要因の一

つである。機能性表示食品は、事業者の責任において科学的根拠に基づいた機能性を

表示した食品であり、安全性および機能性の根拠に関する情報などを販売前に消費者

庁長官へ届け出たものである資料 25。前述の日本公庫による「平成 28 年度上半期食

品産業動向調査(特別設問)」で、食品関係企業に対して機能性表示食品の扱いについ

て調査したところ、66.9%の企業が取扱いに関心を示した。消費者庁データベース検索

で機能性表示食品件数は平成 30 年 11 月 22 日現在 1598 件であり、関心が高いことが

わかる。また、機能性表示食品の中には、トクホにない農産物などの生鮮食品も 14 件

含まれている資料 26（同上データベースで 22 件）。日本公庫の平成 25 年度上半期消

費者動向調査(特別設問)において、農産物の新市場として期待される「健康を増進す

る成分を含む農産物や加工食品」に対する消費者意識を調査したところ、6 割が「食

べたい」と回答し、新たな付加価値を持つ農産物への消費者の期待は高い資料 27。平

成 27 年 9 月に農林水産省が立ち上げた『「知」の集積と活用の場』の構築に向けた検

討会は、農林水産・食品分野と異分野との新たな連携により、知識・技術・アイディ

アを集積させ、革新的な研究成果を創出し、商品化・事業化に導く新たな産学連携研

究の仕組みづくりを検討する会である資料 28。この『「知」の集積と活用の場』で推

進する幾つかの研究テーマのひとつとして設けられた「健康長寿社会の実現に向けた

健康増進産業の創出」では、目指す姿を「機能性を有する農林水産物の需要拡大と国

民の健康増進」としている。また、農林水産省は、「農業において、食品安全、環境保

全、労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取り組み（農業生産工

程管理（GAP）」を策定し、この取り組みに農業者や産地が対応することよって、消費

者や実需者の信頼を確保することを期待しているものの、日本公庫の平成 29 年度下半

期食品産業動向調査(特別設問)によれば（回答数 2357 社）、GAP の認知度が 49.5％と

低く、GAP 関連農産物を扱う予定のない企業が 3割にも及んだ資料 29。 

さらに、「機能性表示食品」にはサプリメントも含まれており、ある種のサプリメン

トでは過剰摂取が懸念され、疾患治療のために投与される医薬品との併用による予期

せぬ副作用に繋がることも危惧される。上述の背景から、生鮮食品やサプリメントを

も含む機能性表示食品の安全性をより高め、それらに含まれる食品因子の機能を利用

するには、農学を基盤とした「食品の安全性」および「食品の機能性」の双方に関す

る深い知識を有する人材が必要であり、その育成機関の設置が急務である。 

以上に説明したように、食品にかかわる行政部門、産業界、教育研究機関、メディ

アおよび消費者においては、修士または博士それぞれに相当するレベルでの食品の安
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全性と機能性に関する専門家が求められており、その養成機関、すなわち、本大学院

プログラムを設置することは社会的要求度が高く、先送りのできない課題である。 

 

(4) 食品栄養学専攻 

現在の日本においては人口構造が変化しており、高齢化が急速に進展している。その

ため、2015 年では、1 人の高齢者を 2.3 人で支えていたが、少子高齢化が進行する 2060

年には 1 人の高齢者を 1.3 人で支える社会構造となることが予想されている資料 30。

また、2065 年には高齢化率は約 2.6 人に１人が 65 歳以上、約 3.9 人に１人が 75 歳以

上と推計されている資料 30。この急速な高齢化は世界に例をみない速度で進行してい

る。また、高齢化に伴い、要介護度別認定者数も増加の一途を辿り資料 31、それに伴う

介護費用も2025年には20兆円に到達すると予想されている資料32。厚生労働省が2018

年 7 月 20 日に公表した簡易生命表によると、2017 年の日本人の平均寿命は男性 81.09

歳、女性は 87.26 歳で過去最高を更新した資料 33。国際比較で見ると、日本女性の世

界ランキングは香港（87.66 歳）に続いて第 2位、男性は香港（81.70 歳）、スイス（81.5

歳）に続いて第 3 位である資料 34。一方、介護を受けたり寝たきりになったりせず日

常生活を送れる期間を示す「健康寿命」が、2016 年は男性 72.14 歳、女性 74.79 歳だっ

た (厚生労働省公表)資料 35。平均寿命と健康寿命の差は、介護などが必要となる期間

であり、この差を縮めることが社会保障費の抑制につながる。そのような社会的背景の

中、厚生労働省は健康寿命の延伸、健康格差の縮小を謳う健康日本 21（第二次）を推進

している資料 36。また、政府の成長戦略の中にも健康寿命の延伸が位置づけられてい

る。例えば、日本再興戦略 -JAPAN is BACK-（2013 年）戦略市場創造プランの中では、 

健康寿命の延伸は主要テーマの 1つになっている資料 37。日本再興戦略 2016－第 4次

産業革命に向けて－では、新たな「有望成長市場」の戦略的創出「世界最先端の健康立

国へ」を目指し、健康寿命を 2020 年までに 1 歳延長、メタボ人口の減少、健康寿命延

伸産業の持続的・自立的創出への環境整備が謳われている資料 38。栄養・食生活は、生

活習慣病の発症及び重症化予防、生活の質の向上、さらには社会機能の維持・向上の観

点から、健康寿命の延伸と関係が深い。また、超高齢社会となった日本では、病気の「治

療」に加えて、病気にならないための予防医療の重要性が高まっており、健康寿命の延

伸にもつながる。予防医療においては、薬よりも普段の食生活が重要な役割を有する。

食品・栄養・食生活などのスペシャリストである管理栄養士は、予防医療において重要

な役割を果たすと考えられる。予防医学領域においても、科学的理論に基づく栄養管理・

指導は、メタボリックシンドロームや生活習慣病の予防および改善のために重要であり、

臨床栄養学の推進は、医療水準の向上を促進するとともに、医療費の有効利用と節減効

果にも寄与すると考えられる。さらにその成果向上には、医師、管理栄養士、保健師・

看護師等の協力に基づくチーム医療が必要であり、栄養サポートチーム(NST)の設置と

育成は、重要な意義を有する。より質の高い医療を提供するチーム医療が推進される中、
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管理栄養士にも様々な疾患領域において、高度な知識、熟練した技術に裏打ちされた高

い専門性が求められるようになってきている。実際、一部の病院における管理栄養士職

の採用には、修士課程修了または修了見込みの方のみ資料 39、あるいは修士課程修了

者は優遇する資料 40 などの条件が提示されている。このように、高齢化に伴う医療費

や介護費用の増大が予想されていく社会的背景の中、健康寿命延伸、健康づくり推進、

チーム医療など、時代の要請に応じた形で、専門性の高い管理栄養士が強く求められて

いると考えられる。また、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の

ための 2030 アジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標である、

持続可能な開発目標（SDGs）が世界的に注目されている。SDGs は持続可能な世界を実現

するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の誰一人として取り

残さないことを誓っている。SDGs は発展途上国のみならず，先進国自身が取り組むユ

ニバーサル（普遍的）なものであり，日本としても積極的に取り組んでいる。管理栄養

士としては、ゴール 3 の「すべての人に健康と福祉を」資料 41 という内容に貢献でき

ると考えられ、日本だけでなく世界にも目をむけて活躍できる高度な人材が求められて

いる。 

さらに、世界に類をみない超高齢社会となった日本においては、健康寿命の延伸が政

策課題となる一方で、国内外において健康ニーズはさらに高まっており、今後、健康長

寿に関する市場の拡大が見込まれている。このため、医療・福祉分野と食料・農業分野

が戦略的に連携し 「食」と「農」を基盤とした健康長寿社会を築くことが重要である

と考えられ、農林水産省は医福食農連携を推進している資料 42。平成 27 年度は、①介

護食品・機能性を有する食品等の開発・普及に向けた取組、②医福食農連携の推進に資

する研究・開発などが予算として挙げられた資料 43。平成 28 年度では、③医福食農連

携の推進に資する研究・開発、④「健康」を切り口とした需要開拓に向けた取組、など

が挙げられている資料 44。①では、「新しい介護食品」の愛称や考え方等を広く国民に

普及させるためのシンポジウム開催等の取組や、地場産介護食品の商品開発等の取組に

対する支援を実施するもので、地域の食品事業者と栄養士や医師及び地方自治体などが

連携した、地域の農産物等を活用した介護食品の商品開発や、開発した商品の提供シス

テム確立のための取組が挙げられている。また、医学農学等の関係者や食品産業事業者

等が医食農連携に関するコンソーシアムを形成し、以下のような取組を行う場合に、そ

の取組に対する支援を実施するもので、以下の取組が挙げられている。（１）多層オミ

ックス解析等を活用し、農林水産物・食品の有効成分の機能メカニズム解明、食習慣等

の疫学調査を行うと同時に、食と健康の因果関係を解明するための食習慣等の疫学調査

を実施する取組であるとともに、これらの調査・分析で得た科学的知見のデータベース

化を図る取組。（２）食を通じて健康長寿を実現するための食品・食べ方を切り口とし

て（１）の取組で得られる科学的知見（有効成分の受容体情報、メタゲノム情報、食事

データ等）の 集積等と連携して事業化に向けた個別企業との共同研究の取組。（３）地
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域において、地域食材を活用した健康レシピメニューの作成やその普及を図り、消費者

等の啓発による需要喚起を図る取組。②では、いくつかの事業のうち、農林水産業の革

新的技術緊急展開事業の中の技術革新を加速化する最先端分析技術の応用として、最先

端の解析機器を導入したメタボローム解析、分析データのデータベース化及びバイオイ

ンフォマティクスの人材育成を行い、メタボローム解析の農林水産分野・食品分野にお

ける応用研究を推進する。また、革新的技術創造促進事業の中の異分野と連携した研究

開発として、農林水産業の生産現場や消費者等の多様なニーズ等のうち、工学などの異

分野と連携して研究開発を行うことが効果的な課題について、異分野の産学との共同研

究を支援するなどがある。 

③では、いくつかの事業が挙げられているが、市場開拓に向けた取組を支える研究開

発では、地域の農林水産物・食品の機能性発掘のための研究開発として、既存のコホー

ト研究に機能性を有することが示唆されている地域の農林水産物や食品について、地域

の関係者と連携しつつ、当該農林水産物や食品を活用したビジネスモデルを構築すると

ともに、機能性表示を可能とするためのエビデンス取得、機能性を高めるための栽培・

加工技術の開発等に向けた研究開発を推進するなどがある。④では、健康な食生活を支

える地域・産業づくり推進事業や「和食」と地域食文化継承推進事業が挙げられている。

前者では、機能性農産物等の食による健康都市づくり支援事業、新たな食環境に対応し

た食育活動モデル推進事業、食産業における機能性農産物活用促進事業が取り上げられ

ている。一方、後者の「「和食」と地域食文化継承推進事業」においては、平成 25 年 12

月にユネスコの無形文化遺産に登録された「和食」を今後、国民全体で保護・継承して

いくことが必要であるとともに、近年の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯

にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが重

要とされている。また、平成 28 年３月に策定される第３次食育推進基本計画に掲げら

れる食文化の継承等を意識した食育の推進等の重点課題の解決に向け、取組を強化する

ことが必要であるとされている。 

このような国が推進する事業、すなわち社会から求められる事項をみると、食品学・

栄養学的なバックグラウンドを有し、管理栄養士的視点を持ち合わせた人材が求められ

ていると考えられる。しかし、介護食品・機能性食品を開発すること、食品の機能性の

メカニズム解析や疫学研究などにおいて科学的なエビデンスを明らかにすること、最先

端の解析技術を導入し技術革新を行うこと、異分野と共創すること、食育などを強く推

進することなどにおいては、より高度な専門的な知識・技術および経験を有する必要が

ある。また、一部の食品企業においては、研究職の対象者が薬学系・農水学系・理学系

大学院修了以上資料 45 の条件が提示されている。これらのことからも、高度な領域に

おいては大学院修了者が求められていると考えられる。 

以上より、食品学および栄養学領域において、専門的知識・技術と研究能力を持った

研究・行政・教育・医療分野などを担える高度な人材の需要が高まっている。 
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２．修了者に対する採用意向調査又は進路状況 

(1) 農芸化学専攻 

1) 博士前期課程 

応用生物科学研究科農芸化学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科農

芸化学専攻（博士前期課程）における直近 5年間の進路状況は表 10 のとおりである。

就職率は 90％から 100％を示しており、就職を希望する学生はほぼ修了時に就職先を

決定している。主な就職先は食品・化学・肥料・種苗・製薬・農薬系の企業であり、

研究職又は専門職として迎えられることが多い。 

以上から本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと判断す

る。 

表 10 農学研究科農芸化学専攻（博士前期課程）進路状況 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

① 就職希望者数 25 23 22 24 20 

② うち就職者数 23 22 21 24 19 

③ 進学者数 0 1 0 0 5 

④ 修了者数 25 23 23 24 26 

⑤ 就職率（②÷①） 92% 96% 95% 100% 95% 

2) 博士後期課程 

博士後期課程の修了者は人数が少なく、過去の進路状況をもって社会的需要を推し

量ることは難しいため、前身である本学農学研究科農芸化学専攻（博士後期課程）を

対象とした求人状況から確認する。 

当該専攻に対する求人件数は資料 46 のとおり、2015 年度 21,633 件から 2018 年度

27,409 件と、4年間で 5,776 件増加している。また、本専攻が修了後の進路として掲

げる研究職としての求人件数も 2015 年度 687 件から 2018 年度 956 件と、4年間で 269

件増加しており、本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと

判断する。 

 

(2) 醸造学専攻 

1) 博士前期課程 

応用生物科学研究科醸造学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科醸造

学専攻（博士前期課程）における直近 5年間の進路状況は表 11 のとおりである。就職

率は 90％から 100％を示しており、就職を希望する学生はほぼ修了時に就職先を決定

している。主な就職先は食品・医薬品・化学工業等の企業であり、研究職又は専門職

として迎えられることが多い。 

以上から本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと判断す
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る。 

表 11 農学研究科醸造学専攻（博士前期課程）進路状況 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

① 就職希望者数 18 18 16 19 21 

② うち就職者数 18 16 15 19 21 

③ 進学者数 0 1 0 2 2 

④ 修了者数 19 19 16 21 24 

⑤ 就職率（②÷①） 100% 89% 94% 100% 100% 

2) 博士後期課程 

博士後期課程の修了者は人数が少なく、過去の進路状況をもって社会的需要を推し

量ることは難しいため、前身である本学農学研究科醸造学専攻（博士後期課程）を対

象とした求人状況から確認する。 

当該専攻に対する求人件数は資料 47 のとおり、2015 年度 21,574 件から 2018 年度

27,253 件と、4年間で 5,679 件増加している。また、本専攻が修了後の進路として掲

げる研究職としての求人件数も 2015 年度 687 件から 2018 年度 942 件と、4年間で 255

件増加しており、本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと

判断する。 

 

(3) 食品安全健康学専攻 

1) 博士前期課程 

2018 年 4 月、応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士前期課程）の前身であ

る本学農学研究科食品安全健康学専攻（修士課程）の設置にあたり、第三者機関であ

る「一般財団法人日本開発構想研究所」への委託により、「東京農業大学農学研究科食

品安全健康学専攻（修士課程）（仮称）の修了者に対する企業等の採用意向に関するア

ンケート調査」を 2016 年 10 月～11 月に実施した。（資料 48） 

調査対象は、本学大学院修了者の就職が見込まれる企業等 1,206 社の採用担当者に

アンケート用紙及び東京農業大学大学院農学研究科食品安全健康学専攻（修士課程）

（仮称）の概要を示したリーフレットを送付し、アンケートを実施した。回答につい

ては第三者機関へ企業等から直接郵送による回収とした。 

本専攻に対する興味・関心について調査したところ、回答のあった企業等 302 件の

うち、「大いに興味・関心がある」56 件（18.5%）、「興味・関心がある」177 件

（58.6%）との回答があり、「大いに興味・関心がある」、「興味・関心がある」の合

計 233 件（77.1%）が本専攻に興味を示していることがわかった。 

さらに、本専攻に対する興味・関心について「あまり興味・関心はない」、「全く興

味・関心がない」と回答した 42 件、無回答 4件を除く 256 件に、本専攻修了者の採用

意向について調査したところ、「採用を検討する」が 146 件（57.0%）と最も多く、次
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いで「採用したい」87 件（34.0%）、「採用は考えない」14 件（5.5%）の順になった。 

結果、本専攻の入学定員 20 人に対し、「採用したい」と回答した企業等のみで 87

件あり、修了後の進路に関して充分に確保されていると判断できる。 

2) 博士後期課程 

本学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻博士後期課程の設置構想に基づ

き、第三者機関である「一般財団法人日本開発構想研究所」への委託により、「東京農

業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了

者に対する企業等の採用意向に関するアンケート調査」を 2018 年 11 月～12 月に実施

した資料 49。 

調査対象は、本専攻修了者の就職が見込まれる企業等 696 社の採用担当者にアンケ

ート用紙及び東京農業大学応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）

（仮称）の概要を示したリーフレットを送付し、アンケートを実施した。回答は第三

者機関へ企業等から直接郵送による回収とした。 

本専攻に対する興味・関心について調査したところ、回答のあった企業等 273 件の

うち、「大いに興味・関心がある」46 件（16.8%）、「興味・関心がある」141 件

（51.6%）との回答があり、「大いに興味・関心がある」、「興味・関心がある」の合

計 187 件（68.4%）が本専攻に興味を示していることがわかった。 

さらに、「本専攻修了者を採用したい」と回答した 76 件に対して、将来的な採用人

数を調査したところ、「1 人」が 18 件、「2人」が 5件、「3人」が 4 件、「4人」が 0

件、「5人以上」が 2 件、「人数は未確定」が 47 件であった。各採用人数に回答件数を

乗じてこれを合計した結果、採用意向人数は 97 人となった。（「人数が未確定」は「1

人」として計算した。） 

以上から本専攻の修了後の進路に関して充分に確保されていると判断した。 

 

(4) 食品栄養学専攻 

1) 博士前期課程 

応用生物科学研究科食品栄養学専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科

食品栄養学専攻（博士前期課程）における直近 5年間の進路状況は表 12 のとおりであ

る。就職率はほぼ 100％を示しており、就職を希望する学生は 5 年間で 1人を除き全

員修了時までに就職先を決定している。主な就職先は、企業が最も多く、次いで教

員、病院および公務員である。 

以上から本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと判断す

る。 
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表 12 農学研究科食品栄養学専攻（博士前期課程）進路状況 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

① 就職希望者数 6 8 5 11 5 

② うち就職者数 6 8 5 12 5 

③ 進学者数 3 1 2 0 1 

④ 修了者数 10 9 8 13 6 

⑤ 就職率（②÷①） 100% 100% 100% 92% 100% 

2) 博士後期課程 

博士後期課程の修了者は人数が少なく、過去の進路状況をもって社会的需要を推し

量ることは難しいため、前身である本学農学研究科食品栄養学専攻（博士後期課程）

を対象とした求人状況から確認する。 

当該専攻に対する求人件数は資料 50 のとおり、2015 年度 21,676 件から 2018 年度

27,450 件と、4年間で 5,774 件増加している。また、本専攻が修了後の進路として掲

げる研究職としての求人件数も 2015 年度 688 件から 2018 年度 956 件と、4年間で 268

件増加しており、本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと

判断する。 
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Current status of S&T in Japan and other selected countries / R&D personnel

Ⅰ　海外及び日本の科学技術活動の概要　／ⅱ　研究人材

9-4　 日本の研究者数の推移　（組織別） 
Trends in the number of researchers by research sector in Japan
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推移（実数） 
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doctoral researchers as a percentage of total researchers in Japan （head-
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ツイート

ホーム > 組織・政策 > 基本政策 > 食文化 > 「和食」がユネスコ無形文化遺産に登録されました！

「和食」がユネスコ無形文化遺産に登録されました！

平成25年12月、「和食；日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録されました。

ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食；日本人の伝統的な食文化」とは

「和食」紹介リーフレット

日本語版（PDF：
1,105KB）

英語版（PDF：
964KB）

南北に長く、四季が明確な日本には多様で豊かな自然が
あり、そこで生まれた食文化もまた、これに寄り添うよ
うに育まれてきました。

このような、「自然を尊ぶ」という日本人の気質に基づ
いた「食」に関する「習わし」を、「和食；日本人の伝
統的な食文化」と題して、ユネスコ無形文化遺産に登録
されました。

 「和食」の4つの特徴

(1)多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重

日本の国土は南北に長く、海、山、里と表情豊かな自然
が広がっているため、各地で地域に根差した多様な食材
が用いられています。また、素材の味わいを活かす調理
技術・調理道具が発達しています。

(2)健康的な食生活を支える栄養バランス

一汁三菜を基本とする日本の食事スタイルは理想的な栄
養バランスと言われています。また、「うま味」を上手
に使うことによって動物性油脂の少ない食生活を実現し
ており、日本人の長寿や肥満防止に役立っています。

(3)自然の美しさや季節の移ろいの表現

食事の場で、自然の美しさや四季の移ろいを表現するこ
とも特徴のひとつです。季節の花や葉などで料理を飾り
つけたり、季節に合った調度品や器を利用したりして、
季節感を楽しみます。

(4)正月などの年中行事との密接な関わり

日本の食文化は、年中行事と密接に関わって育まれてき
ました。自然の恵みである「食」を分け合い、食の時間
を共にすることで、家族や地域の絆を深めてきました。

参考資料：ユネスコ無形文化遺産とは（PDF：424KB）

参考資料：「和食；日本人の伝統的な食文化」の内容（PDF：220KB）

印 刷
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参考資料：無形文化遺産の代表的な一覧表への記載についての提案書（仮訳）（PDF：627KB）

登録までの経緯

時期 事項

平成23年

7月から11月

日本食文化の世界無形遺産登録に向けた検討会

ユネスコに申請書を提出するに当たり、無形文化遺産保護条約の制度を調査し、申請内容
を検討するため有識者による検討会を開催いたしました。

詳しくは：日本食文化の世界無形遺産登録に向けた検討会

平成24年

1月から2月

文化審議会

ユネスコへの申請に先立ち、 文化審議会に申請内容を諮りました。

詳しくは：文化審議会における審議

平成24年

3月

ユネスコへの申請書の提出

ユネスコに対し政府として申請書を提出しました（申請名称「和食；日本人の伝統的な食
文化」）。

同意団体等一覧（PDF：408KB）

日本食文化の無形文化遺産登録に御賛同いただいた1,593の関係団体等の皆様の一覧です。
なお、御提出いただいた賛同書は申請書とともに、ユネスコ本部に提出しています。

平成25年

10月22日

補助機関による勧告の公表

12月に開催される政府間委員会に先立ち、補助機関（政府間委員会委員国のうち代表6か国
からなる機関）による事前審査がなされ、その審査結果が勧告として政府間委員会に報告
されました（報道発表資料）。

平成25年

12月4日

政府間委員会における審査と登録決定

条約締約国のうち代表24か国からなる政府間委員会において、補助機関による勧告を踏ま
え、登録の可否について審査された結果、「和食」の登録が決定されました（報道発表資
料）。

（参考）ユネスコ無形文化遺産とは

「無形文化遺産」とは、芸能や伝統工芸技術などの形のない文化であって、土地の歴史や生活風習などと密接に関わっている
もののことです。

ユネスコの「無形文化遺産の保護に関する条約」では、この無形文化遺産を保護し、相互に尊重する機運を高めるため、「人
類の無形文化遺産の代表的な一覧表（代表一覧表）」というリストを作成しており、日本からは「歌舞伎」「能楽」など21件
（2013年4月現在）が既に登録されています。

似たような制度に、「世界遺産」がありますが、無形文化遺産が形のない文化を対象としているのに対して、世界遺産は建築
物や自然などの有形のものを対象としている点が異なっています。

参考リンク：無形文化遺産保護条約 （外務省）〔外部リンク〕

参考リンク：無形文化遺産（文化庁）

参考資料：日本の無形文化遺産（PDF：60KB）

お問い合わせ先
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PDF形式のファイルをご覧いただく場合には、Adobe Readerが必要です。
Adobe Readerをお持ちでない方は、バナーのリンク先からダウンロードしてください。

食料産業局食文化・市場開拓課和食室
代表：03‒3502‒8111（内線3085）
ダイヤルイン：03‒3502‒5516
FAX：03‒6744‒2013

公式SNS イベント情報 関連リンク集 農林水産省
トップページへ

住所：〒100‒8950 東京都千代田区霞が関1‒2‒1
電話：03‒3502‒8111（代表）
法人番号：5000012080001

ご意見∙お問い合わせ アクセス∙地図

サイトマップ プライバシーポリシー リンクについて・著作権 免責事項

Copyright : Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries
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統計品別推移表 :検索結果

輸出入 輸出 推移表の種類 年別推移表 統計年 2008年～2017年

全国分・税関別 全国分 世界・国別 世界 品目 2206.00200

再検索
これまでに公表されている貿易統計は、2018年11月までです。

検索結果10 件中、 1 ～10 件(1 /1 頁)を表示します。

検索結果が3000件以内の場合、CSV形式でダウンロードできます。

CSVダウンロード
単位:(1000円)

暦年月
第１

単位

第２

単位

当月 累計

第１数量 第２数量 金額 第１数量 第２数量 金額

2008 L   12151382 7676296

2009 L   11949068 7184075

2010 L   13770045 8500076

2011 L   14022296 8776009

2012 L   14130554 8945976

2013 L   16202201 10523576

2014 L   16313867 11506945

2015 L   18180213 14011241

2016 L   19736818 15581063

2017 L   23481549 18679175

再検索

Copyright(C) 財務省

Page 1 of 1検索結果 :財務省貿易統計 Trade Statistics of Japan

2019/01/17http://www.customs.go.jp/JCWSV19/servlet/JCWSV19
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統計品別推移表 :検索結果

輸出入 輸出 推移表の種類 年別推移表 統計年 2008年～2017年

全国分・税関別 全国分 世界・国別 世界 品目 2103.10000

再検索
これまでに公表されている貿易統計は、2018年11月までです。

検索結果10 件中、 1 ～10 件(1 /1 頁)を表示します。

検索結果が3000件以内の場合、CSV形式でダウンロードできます。

CSVダウンロード
単位:(1000円)

暦年月
第１

単位

第２

単位

当月 累計

第１数量 第２数量 金額 第１数量 第２数量 金額

2008 L KG    19773753 22281456 4106178

2009 L KG    18356385 20754863 3965374

2010 L KG    17682056 20088385 3968525

2011 L KG    16595968 18870720 3650681

2012 L KG    17337095 19822224 3669944

2013 L KG    19114228 21780318 4272463

2014 L KG    23037276 26432817 5175648

2015 L KG    26001094 29507752 6186823

2016 L KG    29910628 34158106 6608480

2017 L KG    33564464 38693487 7154665

再検索

Copyright(C) 財務省

Page 1 of 1検索結果 :財務省貿易統計 Trade Statistics of Japan
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統計品別推移表 :検索結果

輸出入 輸出 推移表の種類 年別推移表 統計年 2008年～2017年

全国分・税関別 全国分 世界・国別 世界 品目 2103.90100

再検索
これまでに公表されている貿易統計は、2018年11月までです。

検索結果10 件中、 1 ～10 件(1 /1 頁)を表示します。

検索結果が3000件以内の場合、CSV形式でダウンロードできます。

CSVダウンロード
単位:(1000円)

暦年月
第１

単位

第２

単位

当月 累計

第１数量 第２数量 金額 第１数量 第２数量 金額

2008 KG   9882004 1989603

2009 KG   9817900 2024571

2010 KG   10239900 2098062

2011 KG   10502811 2130476

2012 KG   10083269 2068030

2013 KG   11806554 2432394

2014 KG   12300937 2515105

2015 KG   13043660 2756201

2016 KG   14759517 3061022

2017 KG   16017035 3333145

再検索

Copyright(C) 財務省

Page 1 of 1検索結果 :財務省貿易統計 Trade Statistics of Japan
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統計品別推移表 :検索結果

輸出入 輸出 推移表の種類 年別推移表 統計年 2008年～2017年

全国分・税関別 全国分 世界・国別 世界 品目 2209.00000

再検索
これまでに公表されている貿易統計は、2018年11月までです。

検索結果10 件中、 1 ～10 件(1 /1 頁)を表示します。

検索結果が3000件以内の場合、CSV形式でダウンロードできます。

CSVダウンロード
単位:(1000円)

暦年月
第１

単位

第２

単位

当月 累計

第１数量 第２数量 金額 第１数量 第２数量 金額

2008 L   10762640 1435743

2009 L   10363704 1360436

2010 L   11799234 1510741

2011 L   11544463 1408903

2012 L   11296670 1479945

2013 L   13376959 1646739

2014 L   15816955 1980522

2015 L   15579544 2024090

2016 L   16869736 2224155

2017 L   16524388 2206860

再検索

Copyright(C) 財務省

Page 1 of 1検索結果 :財務省貿易統計 Trade Statistics of Japan

2019/01/17http://www.customs.go.jp/JCWSV19/servlet/JCWSV19
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まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

平成 26年 12月 27日 

閣 議 決 定 

まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第８条の規

定に基づき、まち・ひと・しごと創生総合戦略を別紙のとおり定める。 
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まち・ひと・しごと創生総合戦略 

平成 26 年 12 月 27 日 



まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（目次） 

Ⅰ．基本的な考え方 1 

１．人口減少と地域経済縮小の克服 1 

２．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 2 

（１）しごとの創生 2

（２）ひとの創生 2

（３）まちの創生 3

Ⅱ．政策の企画・実行に当たっての基本方針 4 
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Ⅰ．基本的な考え方 

１．人口減少と地域経済縮小の克服 
○ 我が国は、2008 年をピークとして人口減少局面に入っている。今後、2050 年

には 9,700 万人程度となり、2100 年には 5,000 万人を割り込む水準にまで減少

するとの推計がある。加えて、地方と東京圏の経済格差拡大等が、若い世代の地

方からの流出と東京圏への一極集中を招いている。首都圏への人口集中度が約３

割（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県の一都三県の数値）という実態は、諸

外国に比べても圧倒的に高い。地方の若い世代が、過密で出生率が極めて低い東

京圏をはじめとする大都市部に流出することにより、日本全体としての少子化、

人口減少につながっている。

○ 人口減少は、地域経済に、消費市場の規模縮小だけではなく、深刻な人手不足

を生み出しており、それゆえに事業の縮小を迫られるような状況も広範に生じつ

つある。こうした地域経済の縮小は、住民の経済力の低下につながり、地域社会

の様々な基盤の維持を困難としている。2020年オリンピック・パラリンピック東

京大会開催を前に、東京一極集中と地方からの人口流出はますます進展している。 

○ このように、地方は、人口減少を契機に、「人口減少が地域経済の縮小を呼び、

地域経済の縮小が人口減少を加速させる」という負のスパイラル（悪循環の連鎖）

に陥るリスクが高い。そして、このまま地方が弱体化するならば、地方からの人

材流入が続いてきた大都市もいずれ衰退し、競争力が弱まることは必至である。 

人口減少を克服し、地方創生を成し遂げるため、以下の基本的視点から、人口、

経済、地域社会の課題に対して一体的に取り組むことが何よりも重要である。 

① 「東京一極集中」を是正する。
地方から東京圏への人口流出に歯止めをかけ、「東京一極集中」を是正する

ため、「しごとの創生」と「ひとの創生」の好循環を実現するとともに、東京

圏の活力の維持・向上を図りつつ、過密化・人口集中を軽減し、快適かつ安

全・安心な環境を実現する。 

② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。
人口減少を克服するために、若い世代が安心して就労し、希望通り結婚し、

妊娠・出産・子育てができるような社会経済環境を実現する。 

③ 地域の特性に即して地域課題を解決する。
人口減少に伴う地域の変化に柔軟に対応し、中山間地域をはじめ地域が直

面する課題を解決し、地域の中において安全・安心で心豊かな生活が将来に

わたって確保されるようにする。 

○ この構造的な課題の解決には長期間を要する。仮に短期間で出生率が改善して

も、出生数は容易には増加せず、人口減少に歯止めがかかるまでに数十年を要す
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る。一方で、解決のために残された選択肢は少なく、無駄にできる時間はない。

国及び地方公共団体は、国民とともに問題意識を共有しながら、これまでにない

危機感を持って、人口減少克服と地方創生に取り組む必要がある。 

２．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 
○ 地方創生は、言うまでもなく「ひと」が中心であり、長期的には、地方で「ひ

と」をつくり、その「ひと」が「しごと」をつくり、「まち」をつくるという流れ

を確かなものにしていく必要がある。

その上で、現在の課題の解決に当たって重要なのが、負のスパイラル（悪循環

の連鎖）に歯止めをかけ、好循環を確立する取組である。都市部には、仕事等の

条件がかなえば地方への移住を希望する人が約４割いるとの調査結果もある。悪

循環を断ち切るには、地方に、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」

を呼び込む好循環を確立することで、地方への新たな人の流れを生み出すこと、

その好循環を支える「まち」に活力を取り戻し、人々が安心して生活を営み、子

どもを産み育てられる社会環境をつくり出すことが急務である。 

このため、以下に示すような、まち・ひと・しごとの創生に、同時かつ一体的

に取り組むことが必要である。 

（１）しごとの創生
地域に根付いたサービス産業の活力、生産性の向上、雇用のミスマッチに対す

る経済の状況や変動に応じた円滑な対応など、『雇用の質』の確保・向上に注力す

る。特に、若い世代が地方で安心して働くことができるようになるためには、「相

応の賃金」＋「安定した雇用形態」＋「やりがいのあるしごと」といった要件を満

たす雇用の提供が必要となる。こうした『雇用の質』を重視した取組こそが、労働

力人口の減少が深刻な地方では重要であり、経済・産業全体の付加価値や生産性

を継続的に向上させていくことが必要となる。 

また、高付加価値商品の開発や地域への新たな人の流れなど、地域経済に新た

な付加価値を生み出す核となる企業・事業の集中的育成、企業の地方移転、新たな

雇用創出につながる事業承継の円滑化、地域産業の活性化等に取り組み、将来に

向けて安定的な『雇用の量』の確保・拡大を実現する。さらに、付加価値の高い新

たなサービス・製品を創出するには、多様な価値観を取り込むことが重要で、この

点からも女性の活躍が不可欠である。女性が活躍する場をつくることは、女性が

その地域に魅力を感じ、居場所を見出し、住み続けることにつながることから、地

域における女性の活躍を推進する。 

（２）ひとの創生
地方への新しい人の流れをつくるため、しごとの創生を図りつつ、若者の地方

での就労を促すとともに、地域内外の有用な人材を積極的に確保・育成し、地方へ

の移住・定着を促進するための仕組みを整備する。 

くらしの環境を心配することなく、地方でのしごとにチャレンジでき、安心し

て子どもを産み育てられるよう、結婚から妊娠・出産・子育てまで、切れ目のない

支援を実現する。 

2 



（３）まちの創生
「しごと」と「ひと」の好循環を支えるためには、人々が地方での生活やライフ

スタイルの素晴らしさを実感し、安心して暮らせるような、「まち」の集約・活性

化が必要となる。また、それぞれの地域が個性を生かし自立できるよう、ＩＣＴを

活用しつつ、まちづくりにおいてイノベーションを起こしていくことが重要であ

る。

このため、中山間地域等において地域の 絆
きずな

の中で人々が心豊かに生活できる

安全・安心な環境の確保に向けた取組を支援するとともに、地方都市の活性化に向

けた都市のコンパクト化と公共交通網の再構築をはじめとする周辺等の交通ネッ

トワーク形成の推進や、広域的な機能連携、大都市圏等における高齢化・単身化の

問題への対応、災害への備えなど、それぞれの地域の特性に即した地域課題の解決

と、活性化に取り組む。

○ これらの取組は、個々の問題事象への対症療法的なものではなく、「しごと」、

「ひと」、「まち」の間における自立的かつ持続的な好循環の確立につながらなけ

ればならない。このためには、個々の地域の実態の正確な把握と分析に基づき、

各政策がバラバラになることなく一体的に取り組まれ、相乗効果の発揮も含めて

効果の検証と見直しを行っていく体制を確保することが必要である。

こうした課題意識の下で、まち・ひと・しごと創生会議の構成員である有識者

も参画して、地方公共団体の首長や関係府省庁からヒアリング・意見交換を行い、

地方創生に関する各府省庁の新たな政策の在り方を中心に検証し、今後のあるべ

き総合的な戦略の方向性等について検討を進めてきた。 

○ まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）は、以上のよう

な検討結果や各界から寄せられた数多くの提言等を踏まえ、まち・ひと・しごと

創生法（平成 26年法律第 136号）第８条に基づき、2015年度を初年度とする今

後５か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめたものである（付属

文書の「アクションプラン（個別施策工程表）」においては、個別施策の「成果目

標」と「緊急的取組・2015 年度の取組・2016 年度以降の取組」を盛り込んでい

る。）。

前提となるまち・ひと・しごと創生長期ビジョン（以下「長期ビジョン」とい

う。）は、「2060 年に１億人程度の人口を維持する」という中長期展望を示し、そ

の実現に向けた「総合戦略」の重要性を指摘している。 

「総合戦略」は、「長期ビジョン」が提示する日本の将来像に向け、過去の政策

の反省に立ち、厳格な効果検証を伴いつつ限られた政策資源を有効に活用すると

いう基本認識に立脚したものである。 
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１はじめに
2017年（平成29年）7月6日、日本とEU＊1

は、これまで約4年3カ月にわたり交渉を続けて
きた日EU経済連携協定（EPA＊2）の大枠合意に
至った。世界のGDPの約3割、人口の約1割、
世界貿易の約4割を占める日EUによる、世界で
最大級の規模の、自由な先進経済圏が新たに誕生
することになる。
経済的意義としては、日EU・EPAは、相互の

市場開放等により貿易・投資を活発化し、雇用創
出、企業の競争力強化等を含む経済成長に資する
ものである。また、我が国の成長戦略の重要な柱
であり、日本企業の欧州市場進出を促進する。
戦略的意義としては、英国のEU離脱や米国の

環太平洋パートナーシップ（TPP）協定からの離
脱など、世界的に保護主義的な動きがある中、日
EUが自由貿易の旗を高く掲げるとの強い政治的
意思を示すことができたことは誇るべき成果であ
り、世界に対する力強いメッセージでもある。
包括的で、高いレベルの、バランスのとれた本

協定は、質の高い協定として、自由で公正なルー
ルに基づく、21世紀の経済秩序のモデルとなる
ものである。また、日本とEUの間で国際貿易・
投資を一層促進させ、日本国民、EU市民の双方

が大きく裨益する。政府としては、この大きな成
果を日EU間で確たるものにすべく、早急に条文
を確定し、速やかに協定を締結できるよう努力し
ていく考えである。
本稿では、以下、財務省所管品目（酒類、たば

こ、塩）の市場アクセス交渉等を中心に、日
EU・EPAの大枠合意の概要について説明する。

２日EU・EPAの大枠合意のポイント
日本とEUは、これまで一進一退の厳しい交渉

を続けてきたが、日EUが率先して自由貿易の旗
を掲げ続けなければならないとの強い使命感を抱
きつつ、互いの国内のセンシティビティに最大限
配慮しながら、双方が政治的指導力を発揮し建設
的な協議を行った結果、今般の大枠合意に至っ
た＊3,＊4。

〈物品貿易：互いの新規市場の開拓〉
【日本側・主な攻めの分野（EU側としては守り
の分野）】
28か国5億人のEU市場は、海外展開を推し進

める日本企業・日本産品にとって大きな魅力とな
る。日本側は、EU関税の撤廃・削減（鉱工業品
等の高関税。特に、乗用車10％、電子機器最大

日EU経済連携協定（日EU・
EPA）の大枠合意について

～財務省所管品目の市場アクセス交渉等に関する結果を中心に～

前 関税局関税課経済連携室長  　西村  聞多

S p o t 0 3

＊1） 欧州連合（EU：European Union）とは、欧州連合条約に基づく政治・経済統合体。経済・通貨統合について国家主権の一部
を委譲するとともに、域外に対する統一的な通商政策を実施する世界最大の単一市場を形成。加盟国は28か国、総人口は5億
820万人（日本の約4倍、米国の1.6倍）、GDPは16兆2204億ドル（日本の3.9倍，米国の0.9倍）。

＊2） Economic Partnership Agreement の略称。FTAの要素（モノ・サービスの貿易の自由化）に加え、投資や人の移動、二国
間協力を含む包括的な経済連携を図る協定である。

＊3） 昨年11月、「日EU経済連携協定交渉に関する主要閣僚会議」を設置し、本閣僚会議の下に萩生田内閣官房副長官を議長とする
「日EU経済連携協定交渉推進タスクフォース」（局長級）を立ち上げ、政府一丸となって交渉にあたってきた。

＊4） 大枠合意の具体的な内容は、「日EU経済連携協定（EPA）に関するファクトシート」http://www.mofa.go.jp/mofaj/
files/000270758.pdf を参照されたい。
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14％等）や、輸入規制など日本産品がEU市場で
直面する課題の改善等を通じ、日本産品のEU域
内での競争力を高め、新たな市場を確保すること
を目指した。
交渉の結果、これまで我が国の輸出額の約7割

においてEU側から関税を課されていたが、今回
の合意によって、ほぼ全ての品目で関税が撤廃さ
れた＊5。これにより、EU市場における競争条件
は大幅に改善されることになる＊6。特に自動車・
自動車部品については、日本側が求める形で自由
化を得ることができ、多くの品目で即時撤廃に合
意するとともに、そうでない場合も、撤廃期間の
短縮を獲得した＊7。また、農林水産分野でも、水
産物、牛肉、緑茶をはじめとする輸出重点品目の
ほとんどの品目で即時撤廃を獲得した。

【日本側・主な守りの分野（EU側としては攻め
の分野）】
複数の農業国をかかえるEU側は、日本の農産

品市場に幅広い関心があった。また、自動車、化
学品、食品安全、医療機器、医薬品等の非関税措
置にも関心があった。特に関税分野では、EU側
は、関心品目（乳製品、豚肉・牛肉、ワイン、加
工調製品（パスタ、チョコレート菓子、キャンデ
ィー）、皮革・履物）につき、TPP以上の対応を
求めた。
国益を守るぎりぎりの交渉の結果、農林水産分

野においては、国家貿易制度の維持、関税削減期
間の長期化等の有効な対策を確保した。具体的に

は、米について関税削減・撤廃等からの「除外」
を確保したほか、麦・乳製品の国家貿易制度、糖
価調整制度、豚肉の差額関税制度といった基本制
度の維持、関税割当やセーフガードなどの有効な
措置を獲得している。特に乳製品については、全
体としてTPP並に抑えることができた＊8。

〈GIの相互保護：日本産品の魅力発信・輸出
促進〉
EU由来の制度である地理的表示（GI：

Geographical Indication）＊9は、EU側の関心事
項だが、日本側も既に法整備し日本GIの保護を
強化している中、日EUが互いの農産品及び酒類
GIを保護し合うことに合意した＊10。今回の合意
によって、日本のGIの生産者が、EU側に直接申
請手続を行わなくとも、EUにおいて保護される
ことになる。これにより、日本GIの国際的保護
の確立だけでなく、日本産品の輸出の促進にもつ
ながることが期待される。
今後、国内法に基づいて公示手続を行い、相互

に保護を求めるGI産品が確定される予定である。
保護する産品や具体的な保護のルールは、公示手
続の結果も踏まえて決めることになる。

〈政府調達：互いの市場アクセス改善〉
GDPに占める政府調達市場の比重が高い（11

～12％。日本は6～7％）EU側は、鉄道分野を始
め政府調達に強い関心があり、日本側も鉄道分野
を中心にEU政府調達市場に関心がある中で、日

＊5） 日本とEUの間の関税は、EUから日本に対する輸出は7割が無税であるのに対し、日本からEUに対する輸出は7割が有税であ
り、本交渉ではこの不均衡な状況を一掃するように努めた。

＊6） 特に自動車、電子機器をはじめ、日本企業がEU市場において韓国企業に劣後している（EU韓国FTAは2011年7月に暫定適
用）との我が国経済界からの意見がある。

＊7） 乗用車（現行税率10％）は8年目に撤廃。自動車部品（ギヤボックスの現行税率3.0％～4.5％、乗用車タイヤの現行税率
4.5％、エンジン関連部品の現行税率2.7％等）に関し、貿易額ベースで92.1％の即時撤廃で合意した。これは、TPPにおけ
る米国の譲許内容（81.3％）及び韓国EU・FTAにおける欧州の譲許内容（90.2％）を上回る高い水準である。

＊8） 乳製品のうち、ソフト系チーズについては、TPPで関税撤廃や関税削減となったものも含め一括して関税割当に留め、枠数量に
ついては，意欲ある酪農家の生産拡大の取組に水を差さないよう、国産と輸入を含めた国内消費の動向を考慮して国産の生産拡
大と両立できる範囲に留めた。

＊9） 地理的表示制度は、産品の確立した品質や社会的評価がその産品の産地と本質的な繋がりがある場合において、その産地名を独
占的に名乗ることができる制度。欧州を中心に古くから国際貿易の主要産品として取引されてきたワインの原産地呼称制度が起
源であり、EUは、農産品、ワイン、蒸留酒について独自のGI制度がある。日本は、ぶどう酒と蒸留酒について、国税庁が
1995年にWTO協定の一部である「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定」（TRIPS協定）の範囲内でGI制度を施行し、
2005年に清酒、2015年に全酒類に対象を拡大。農林水産省が2015年に農産品全般を対象とする独自のGI制度を導入。

＊10） EUは、これまで国際協定を通じて相手国国内におけるEUのGIの保護を推進している。日本は、TPP協定の実施に伴い、GI
の海外での保護を通じた農林水産物の輸出促進を図るため、農産品GI法を改正しており、日EU・EPAは、日本にとって、農
産品GIについて、国際協定により相互保護することに合意する初めての協定となる。
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Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ



EU双方で市場アクセスの更なる改善を講じるこ
とに合意した。
日EUともに競争力を有する鉄道分野について

は、日本側は安全注釈（運転上の安全に関連する
調達をWTO政府調達協定（GPA）の対象外とす
ることができる注釈）を撤廃し、EU側はGPAで
は日本企業を除外できるとしている車両を含む鉄
道産品の一部の調達市場を日本に開放する。
また、地方自治体については、日本側は、都道

府県・指定都市が設立する地方独立行政法人等に
対象を拡大するとともに、中核市の一般競争入札
による一定基準額以上の調達（建設サービスを除
く）に限り、これまでどおり入札参加者の事業所
の所在地を資格要件として定めることを可能とし
つつ、EU供給者も参加できるようにする。

〈国際ルールの確立や協力：日EU間の安定的
ビジネス環境創出〉
投資、サービス、知的財産、さらには中小企業

の海外輸出のツールとして極めて重要である電子
商取引・デジタルデータの利活用について高いレ
ベルのルールに合意した。日EU・EPAを契機に、
相互の投資の促進や、環境、安全等に関する規制
／標準の策定で日EUが協力し、日EUで世界を
リードしていくことが期待される＊11。

３財務省所管品目（酒類、たばこ、塩）
の市場アクセス交渉等に関する大枠
合意結果の概要

（1） 財務省所管品目関連
EUにとって、ワインはアルコール飲料である

のみならず、ぶどうという農産物に根ざした産品

であることが強く意識されており、他の農産物と
同じく共通農業政策の下にある。
今回の交渉においては、EU側は欧州を代表す

る主要輸出品であるワインに関心が高く＊12、日
本市場におけるチリ産ワインとの競争の観点か
ら、即時撤廃を強く要求する中で、一進一退の厳
しい交渉の結果、可能な限り早期の大枠合意の実
現という大局的見地から、ワイン関税の即時撤廃
を受け入れた＊13。
（注1） 日チリEPA（2007年発効）により、チリ

産ワインは段階的に関税撤廃され、2019
年にはゼロ関税となる。日チリEPAで関
税が下がり、安価になったチリ産ワイン
はシェア（ボトルワイン輸入量に占める
割合）を拡大しており、2016年は29％の
トップとなった。他方で、フランス産ワ
インのシェアは、2008年（日チリEPA発
効翌年）に42％だったが、2016年に27
％まで下がっている。

（参考1）主要国からのボトルワインの輸入状況
2008年 

（日チリEPA発効翌年） 2016年

輸入量
（KL） シェア 輸入量

（KL） シェア

EU 85,872 72.2% 101,801 59.1%
フランス 49,982 42.0% 45,711 26.5%
イタリア 22,807 19.2% 32,093 18.6%
スペイン 8,811 7.4% 19,403 11.3%

EU以外 33,065 27.8% 70,594 40.9%
アメリカ 7,739 6.5% 6,572 3.8%

オーストラリア 7,352 6.2% 6,922 4.0%
チリ 13,293 11.2% 50,535 29.3%

（注1） 日チリEPAにより、チリ産ワインは段階的に関税撤廃。2019
年にはゼロ関税。

（注2） 日豪EPAにより、豪州産ワインは段階的に関税撤廃。2021年
にはゼロ関税。

＊11） ルールについては、以下の分野が規定されている。
物品貿易一般ルール、貿易救済、原産地規則、税関・貿易円滑化、衛生植物検疫（SPS）措置、貿易の技術的障害（TBT）、
サービス、投資、電子商取引、資本移動・支払い・移転、反トラスト、国有企業、補助金、知的財産、政府調達、コーポレー
ト・ガバナンス、貿易と持続可能な開発、農業協力、規制協力、中小企業、紛争解決　等
コーポレート・ガバナンス、農業協力はTPPにはない分野である。

＊12） EUの主な農産品の輸出（上位10品目、下線は財務省所管品目）
対世界：①ワイン（28,745億円）②チーズ（25,426億円）③蒸留酒（23,989億円）④豚肉（23,943億円）⑤チョコ
レート菓子（19,559億円）⑥小麦（17,758億円）⑦ペーストリー（16,950億円）⑧牛肉（15,184億円）⑨たばこ
（13,822億円）⑩ノンアルコール飲料（12,040億円）〈2013年、EU域内貿易を含む〉
対日本：①豚肉（1,649億円）②ワイン（1,186億円）③紙巻たばこ（1,113億円）④製材（874億円）⑤加熱式たばこ
（506億円）⑥構造用集成材（324億円）⑦ナチュラルチーズ（309億円）⑧オリーブ油（307億円）⑨ペットフード
（277億円）⑩かつお・まぐろ類（生鮮・冷蔵・冷凍）（268億円）〈2016年〉

＊13） 具体的な品目は、スティルワイン（非発泡性ワイン）、スパークリングワイン（発泡性ワイン）、フォーティファイド・ワイン
（酒精強化ワイン）、フレーヴァード・ワイン（香味付けワイン）、ぶどう搾汁であり、いずれもぶどうを使用した生産物である。
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一方、EUは主要生産国（米、豪、チリ、南ア、
加）に対し、ワイン醸造方法を相互承認する二国
間協定を締結して、ワインの輸入規制を例外的に
撤廃してきているが、新たに「日本ワイン」につ
いて、EUの輸入規制撤廃を実現した。これまで、
「日本ワイン」の多くがEUではワインとは認め
られなかったが、今後は、EU域内で自由に流通、
販売できるようになる。
ワインの輸入規制撤廃は、EU関税の即時撤廃

と相まって、「日本ワイン」にとって、5億人の
巨大なEU市場を新たに開拓するという意義があ
り、全体としてみれば、バランスを確保したと考
えている。
（注2） EUには、ワイン自体を定義し、その醸造

方法やラベル記載内容を厳格に規定する
ワイン法が存在する＊14。醸造方法につい
ては、産地の気候条件に応じて、アルコ
ール度数や総酸度などの下限や上限が定
められ、補糖や補酸、アルコールの添加
といった醸造時の補助操作に対し、添加
量の上限などの基準が設けられている。
ワインの種類や産地ごとに定められた基
準を満たさない場合、たとえ同じような
醸造方法で同じ地域で生産されたとして
も、EUのワインとは認められず市場に流
通できない。EUのワイン法はEUに輸入
されるワインにも適用される。

〈大枠合意結果のポイント〉
○EU関税や輸入規制の撤廃、日本GIの保護を通
じ、日本産酒類の競争力を高め、新たな市場を
確保

【関税分野（物品市場アクセス（MA））】
（EUへの輸出）
・酒類、たばこ、塩：全品目を即時撤廃

（日本への輸入）

〈酒類〉
・ワイン（ボトルワイン、スパークリングワイ
ン等）：即時撤廃

・清酒、焼酎等：11年目に撤廃
〈たばこ〉
・紙巻たばこ：協定税率として無税（現在、暫
定税率で無税）

・手巻きたばこ、加熱式たばこ：6年目に撤廃
（現行税率3.4％）
・葉巻たばこ：11年目に撤廃（現行税率16％）

〈塩〉
・精製塩：11年目に撤廃

《解説》
○酒類
〈現状〉
EU側
・ボトルワイン：0.154ユーロ/L（約20円）
※ アルコール度により異なる。14度の場
合を例示

・ スパークリングワイン：0.32ユーロ/L
（約41円）
・ 清酒：0.077ユーロ/L（約10円）
（焼酎は無税）
日本側
・ボトルワイン：67円～125円/L
・スパークリングワイン：182円/L
・清酒：70.4円/L
・焼酎：16％（従価税）

〈交渉結果〉
EU側
・ 清酒の関税を即時撤廃。ワインの関税も即
時撤廃

日本側
・ ワインの関税を即時撤廃。清酒・焼酎の関
税を11年目に撤廃（段階的撤廃）

＊14） EUのワイン法は、複数のEU理事会規則と欧州委員会の施行規則によって構成され、加盟各国の国内法に優先して各国政府や
企業の行動を直接規制する。「EUのワイン産業に対する支援措置」、「使用可能なぶどう品種、醸造法、原産地呼称・地理的表
示制度、ラベル表記などの規制措置」（狭義のワイン法）、「域外国との輸出入規定」、「生産調整に関する規定」などからなる。
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○たばこ
・ 紙巻たばこ：1987年（昭和62年）より暫
定無税としており、実行税率は無税である
ことから、国内産に直ちに影響しない。
・ 加熱式たばこ：葉たばこ農家の保護や加熱
式たばこの競争環境の整備等の観点から、
「6年目に撤廃」とし、一定の経過期間を
確保した＊15。

【地理的表示（GI）】
● GI「日本酒」などの酒類GIの相互保護により、
日本産酒類のブランド価値を向上させ、輸出促進

《解説》
〈現状〉
◆日本が指定したGIはEUでは保護されない。
 日本以外の他国で製造された清酒（sake）
であっても日本酒と称して販売すること
ができる
※ 清酒では、国レベルのGIとして「日本
酒」（日本の米を原料とし日本国内で製
造された清酒）を指定済み。また、地域
レベルのGIとして「山形」 、「白山」を
指定済み
※ 焼酎では、「壱岐」、「球磨」、 「薩摩」 、
「琉球」を指定済み
※ ワインでは、「山梨」を指定済み

〈交渉結果〉
◆ 酒類GIの相互保護により、清酒、焼酎、
ワインのEU域内での保護を確保
 模造品等の流通が防止され、ブランド価
値向上が期待できる
 特にGI「日本酒」が保護されることによ
り、日本酒と他国で製造された清酒がEU
域内で差別化されるなど、将来に渡り日

本酒のブランド価値保護が実現される
※ 日本側もEUのGI（「シャンパン」、「ボ
ルドー」等139名称）を保護（日本の業
者にとっての激変緩和措置として、5年
間GIの先使用を認める）

【非関税措置（NTM）】
●日本産酒類の非関税措置（「日本ワイン」の輸
入規制、単式蒸留焼酎の容器容量規制）を撤廃
し、EU市場を新規開拓
① 「日本ワイン」の輸入規制（醸造方法・輸
出証明）の撤廃

・ これまで、EU域外からEU域内への輸出は、
EUワイン醸造規則に適合したものしか認めら
れず、適合している旨の公的機関による証明書
を義務付け
 新たに、EUは「日本ワイン」の醸造方法を
容認（補糖、補酸、ぶどう品種の承認等）
 協定発効後は、「日本ワイン」の自由な流通・
販売が可能。また、業者の自己証明の導入に
より、コスト負担が軽減

（注） 主要なワイン添加物について、日EUそれ
ぞれが申請手続きを開始。これにより、国
内ワイン業者にとっても、EUで承認され
たワイン添加物が使用できるようになる。

《解説》
〈現状〉
◆ EUは補糖量など独自の基準を定めている
ため、国際的なルールを踏まえて定義し
た「日本ワイン」であっても輸出ができ
ない

○ EUワイン醸造規則に従って製造されたも
ののみが流通可能
 気候・風土の相違等により、ほとんどの
「日本ワイン」はEUワイン醸造規則を満

＊15） 加熱式たばこは、紙巻たばこに代替する商品として、近年、市場で急速な拡がりを見せている（米PMI「iQOS（アイコス）」、
JT「プルーム・テック」、英BAT「グロー」）。iQOS（アイコス）は2016年4月以降より全国販売しており、当該製品の
EU（イタリア等）からの輸入額が急増している（2014年：3億円→2015年：27億円→2016年：506億円→2017年
1～4月：409億円）。
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たすことが困難
〈主なEUワイン醸造基準〉
・ 補糖量（2.5％～5％以下に制限）、補酸
量（2.5g/L以下に制限）
・ ブドウ品種（ヴィニフェラ種及びそのハ
イブリッド種に限定）
※ ヴィニフェラ種とは、シャルドネ、メル
ロー等

○ EUワイン醸造規則に従っている旨の証明
書の添付の義務
証明書取得の金銭的、時間的な負担
・輸出するロットごとに証明書の添付義務
・ EU登録機関（独立行政法人酒類総合研
究所）が業者から醸造に関する書類や分
析用ワインを受け取り、証明書を発行
※ 証明書発行手数料：1ロットにつき
27,100円

◆ 日本でワインに使用できる添加物が、EU
では承認されていない

〈交渉結果〉
◆ EU仕様で製造しなくても、多くの国内向
け「日本ワイン」をそのまま自己証明を
付して輸出できるようになる

○ EUは、「日本ワイン」（国産ぶどうのみを
原料とし、日本国内で製造された果実酒）
の醸造方法を容認
 EUワイン醸造規則によらず、「日本ワイ
ン」であれば輸出可能
※  「日本ワイン」は、国税庁が「酒税の保
全及び酒類業組合等に関する法律」に基
づく「果実酒等の製法品質表示基準（平
成27年10月国税庁告示第18号）」によ
り定義

○業者の自己証明を導入
金銭的、時間的な負担を大幅に軽減
※ 「日本ワイン」の名声保護や証明書の偽
造防止等の観点から、酒類総研が、自己

証明が適切に行われていることを確認す
る予定（実施方法の詳細については今後
調整）

◆ 主要なワイン添加物について、日EUそれ
ぞれが申請手続きを開始
 国内ワイン業者にとっても、EUで承認
されたワイン添加物が使用できるように
なると期待　（日本側25品、EU側28品。
日本側は国税庁がEU企業に代わり厚労
省に承認申請）

②単式蒸留焼酎の容器容量規制の緩和
・ これまで、700mlや1,750ml等の決められた
容量以外の容器は流通不可
 協定発効後は、焼酎の四合瓶や一升瓶での輸
出が可能

《解説》
〈現状〉
◆蒸留酒の容器容量規制＊16

 EUへの輸出専用として、ビンの調達や
瓶詰設備等の追加的な投資負担
・ 700mlや1,750ml等の決められた容量
以外では流通・販売ができない

・ 日本で流通する焼酎は、主に四合瓶
（720ml）や一升瓶（1,800ml）

〈交渉結果〉
◆単式蒸留焼酎の容器容量規制の緩和
 単式蒸留焼酎（本格焼酎と泡盛）につい
て、日本で流通する四合瓶や一升瓶の輸
出が可能

（2） その他（ルール分野）
ルール分野において、財務省が主体的に関わっ

た主なものは以下のとおりである。
【税関・貿易円滑化】
日本がこれまで締結したEPAにおいては、経

＊16） EUでは消費者向け製品の容量・サイズ規制が存在する。2007年の規制緩和によりほぼ全ての製品で廃止されたが、ワイン
及び蒸留酒に残っている。
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済連携を進める際には、二国間レベルで協力して
個別・具体的な問題を解決し、貿易円滑化を促進
することが重要であるとの観点から、税関手続の
予見可能性、透明性の向上や税関手続の簡素化を
図るための規定を設けるのが通例である。
日EU・EPAにおいても、税関手続について透

明性及び予見可能性のある適用を確保し、簡素化
を図るとともに、通関の迅速化等について規定す
ることとしている。また、貿易円滑化の促進や関
税法令違反の防止を図るための税関当局間の協力
についても規定することとしている。

【知的財産（国境措置）】
日本がこれまで締結したEPAにおいては、知

的財産に関する規定を設けており、手続の簡素
化・透明化、知的財産の保護強化のほか、知的財
産権保護の権利行使（エンフォースメント）の強
化を図っている。
日EU・EPAにおいても、知的財産権侵害物品

について、権利者による通関停止の申立てに加え
て、税関当局が職権により差止めを行う権限を付
与するなど、国境措置に係る権利行使について規
定することとしている。

【原産地規則】
原産地規則は、EPA締約国の原産品であるこ

との認定を行い、またEPA締約国で生産された
産品のみならず、実質的に第三国で生産された産
品が、ある締約国を経由して別の締約国に輸入さ

れる場合にまで、EPA上の特恵税率が適用され
ることを防ぐ（「迂回輸入」の防止）ことを主な
目的として規定されている＊17。
日EU・EPAにおいても、輸入される産品につ

いて、関税の撤廃又は削減（関税上の特恵待遇）
の対象となる原産品として認められるための要件
及び特恵待遇を受けるための証明手続（自己証明
制度の導入）等を規定することとしている。

【Anti-Fraud Clause（反不正条項）】
日EU・EPAでは、物品ルールとして、原産地

規則を遵守せずに特恵関税の適用を受ける組織的
な不正行為に対抗するための規定を導入すること
に合意した。この規定は、関税を免れる不正行為
があり、相手国が情報交換等の協力を拒む場合、
特恵関税の適用を停止することができるとする。
同時に、正当な貿易業者が不利益を被らないこと
を担保している。EU側は、Anti-Fraud Clause
（反不正条項）はEUが第三国に特恵待遇を与え
る前提条件であるとしており、この規定はEU側
の提案をベースとしている。

４今後の対応
政府としては、今般の大枠合意を踏まえ、 

引き続き署名に向けて協議を進めるととも
に＊18,＊19,＊20,*21、今回の合意内容や意義等につい
て国民への説明を丁寧に行うほか、経済効果分析
も含め、本協定の効果を最大限に活かすために必
要な政策の検討に着手することとしている。

＊17） 一般的な内容は以下のとおり。
・ 原産性の基準：協定上原産性が認められる産品（原産品）は、①完全生産品、②原産材料のみから生産された産品、③原産
材料と非原産材料から生産された産品。③については、品目別規則（附属書として添付）の要件（付加価値基準、加工工程
基準、関税分類変更基準）を満たせば原産性が認められる。
・ 累積：締約国間で行われた生産工程をひとまとまりのものとみなし、原産性の基準を満たしているか否かを確認する。一の
国では原産性の基準を満たしていなくても、締約国での生産工程を累積することにより原産性の基準を満たすことが可能。

＊18） 日EU・EPAの発効までには、大枠合意で先送りとなった分野（投資家と国家の紛争解決（ISDS）、個人データの越境移転）
の解決に加えて、協定条文を確定させ、署名に向けたEU域内の調整、双方の議会承認手続等を完了させる必要がある。
・EU韓国FTA：交渉妥結（2009年7月）、署名（2010年10月）、暫定適用（2011年7月）、正式発効（2015年12月）
・EUカナダFTA（CETA）：交渉妥結（2014年9月）、署名（2016年10月）、暫定適用（2017年9月予定）

＊19） ISDSはInvestor-State Dispute Settlementの略称。投資家と投資受入国との間で投資紛争が起きた場合、投資家が当該
投資紛争を国際仲裁を通じて解決する。EU域内では一部に、多国籍企業に強い権限を与えるとして反発があり、EU側は「投
資裁判所制度（ICS）」の導入を提案している。

＊20） 大枠合意時に発出された、日EU首脳による共同宣言では、2018年の早い時期までに個人データの越境移転の目標を達成す
るとされている。

＊21） EUシンガポール自由貿易協定（FTA）について、EU司法裁判所は、EUの専権事項だけでなく、加盟国と権限を共有する分
野の条項も含まれる混合協定（Mixed Agreement）と判断しており、ポートフォリオ投資とISDSの2分野についてEUと
加盟国が権限を共有しており、協定の正式発効にはEUだけでなく加盟国の承認も必要としている。
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具体的には、日EU・EPA、さらにはTPPの早
期発効に向けた11か国による取組も踏まえた政
策を体系的に整理し、本年秋を目途に、総合的な
TPP関連政策大綱を改訂することとしている＊22。
特に日本産酒類については、日EU・EPAによ

る輸出拡大のチャンスを活かすことが重要であ
り、日本産酒類の競争力強化のため、日本産酒類
の情報発信や輸出環境整備、技術支援等のための
措置を一層講じることが必要となると思われる。

５おわりに
2013年（平成25年）に始まった日本とEUの

EPA交渉は、2015年（平成27年）中に大筋合意
する目標であったが、双方の懸隔が大きい物品関
税等の調整が難航し、目標を1年先延ばししても
合意できず、停滞感が漂っていたところ、今年に
入って交渉が加速した。
その大きな要因として、米国ではトランプ大統

領が、本年1月、TPPから離脱するなど、保護主
義的な政策を相次いで打ち出している。EU内部

でも、英国の離脱や、域内各国での保護主義的な
政策を掲げる政党の躍進などが続き、EU自体の
結束が揺らいでいる。こうした中、日本とEUは、
今回のEPAが合意に至れば、自由貿易への求心
力につながるという狙いから、交渉を進める機運
が高まったといわれている。
日EU双方ができる限り早期の大枠合意を目指

して最大限努力する中で、関税局は、経済連携室
及び原産地規則専門官（現・原産地規則室）を中
心に、交渉のフロントや国内調整の業務に精力的
に取り組んだ。
日EU双方の様々な思惑が絡み合い、期待と懸

念が交錯する中で、財務省としては、所管品目の
ワインがEUの関心品目という基本構造の下、最
終局面であるこの1年間は、「5億人の巨大なEU
市場を確保する」との目標を掲げ、攻めの姿勢を
最後まで貫いた。これまでの通商交渉は守り一辺
倒であり、やせ我慢を続けてきたことは否めない
ところ、攻めに転じた今回の交渉は、今後の通商
交渉のモデルケースになるものと思われる。

＊22） 今回の大枠合意を踏まえ、できる限りの総合的な対策を実施するために必要な国内体制の整備や対策の策定などについて、総
理から石原TPP担当大臣に指示が出された。これを踏まえ、「TPP総合対策本部」は「TPP等総合対策本部」に改組され、
事務局体制も「TPP政府対策本部」は「TPP等政府対策本部」に改組されている。

（参考2）日EU貿易構造

（出典：財務省貿易統計　2017年）
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財務省幹部に交渉状況を報告した際、当該幹部
から、放送中のNHK大河ドラマに掛けて、「真
田丸だな」と評された。日本側の守りの分野にお
いて、大勢の策は大坂に籠城と決する中で、財務
省は大坂城の外に出丸を築き、EU側を迎え撃つ
ことを決めたのであり、「戦国の荒波に立ち向か
う一艘の船」に例えた言葉は、的を射たものであ
って、意を強くした。（実のところ、言葉の意味
をその場で理解できず、家に帰って風呂の中で分
かったが、含蓄のある言葉は、得てしてそういう
ものであろう。）

EUのワイン輸入規制は、欧州のワインの歴史、
ワイン文化を支えるワイン法の成り立ちに由来す
る「岩盤規制」であり、その緩和を要求する交渉
は入り口から難航し、幾度となく暗礁に乗り上
げ、パッケージを小さく纏めることを覚悟する場
面もあった。交渉を巡る情勢は不安定、不確実、
複雑、曖昧であり、論理と理性（サイエンス）が
必ずしも機能しない状況の下で、直感と感性（ア
ート）も拠り所にし、「美意識」に頼って、最終
的に大きく纏めることができた。このような交渉
の舵取りを最後まで貫けたことは、酒類行政を担

＊23） 清酒・焼酎の輸出は、米国、東アジア等に比べてEU向けは少ない。ワインの輸出は僅かである。日本からの輸出量（平成28
年）は以下のとおり。
・清酒：19,737KL、15,581百万円（うちEU向け：1,605KL、1,085百万円）
・焼酎：3,834KL、1,954百万円（うちEU向け：28KL、26百万円）
・ワイン：207KL、154百万円（うちEU向け：10KL、15百万円）

（参考3）　最近の日本産酒類の輸出動向
輸出金額、輸出数量は共に年々増加し、過去最高を記録しているが、EU向け輸出は未だ少量＊23。
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（コラム1）　関税局と経済連携協定（EPA）交渉

○自由で公正な貿易を堅持し発展させていくた
め、従来から、WTO（世界貿易機関）を中
心とする多角的な自由貿易体制を推進してい
るが、WTO交渉が実質的に停滞する中、経
済環境の変化に合わせて通商ルールを進化さ
せるためには、新たな枠組として、基本的価
値を共有し、志を同じくする国々の共通ルー
ルを作る必要がある。こうした考えの下、近
年、より広範囲に効力を有することが期待さ
れる広域経済連携（メガFTA）の締結交渉
を積極的に進めてきている。

○財務省は外務省・経済産業省・農林水産省と
ともに、共同議長4省の一角として経済連携
交渉に参加している。特に関税制度（EPA
に基づくセーフガードや関税割当等）、協定
発効に伴う関税関係国内法令の整備や税関行
政を所管する立場から、税関手続（情報交
換、税関協力、貿易円滑化等）、原産地規則、
財務省所管品目（酒、たばこ、塩）の関税、
地理的表示、非関税措置等に係る交渉等を担
当している。

○関税局においては、経済連携室が経済上の連
携に係る関税及び税関行政に関する制度の企
画・立案を担っており、相手国との交渉や国
内調整に取り組んでいる＊24。
○我が国では、2017年3月現在、20か国との
間で16の経済連携協定（EPA）が発効又は
署名済である。発効済・署名済EPA相手国

との貿易が貿易総額に占める割合は40.0％
（うちTPPは17.5％）である（日EU・EPA
は11.9％の貢献）。

○数年間の交渉を経てTPP協定に結実した新
たなルールは、21世紀型の経済体制のスタ
ンダードであり、今後の経済連携の礎となる
ものである。我が国はこの成果を基礎とし
て、日EU・EPAの署名、締結に至るプロセ
スを進展させるとともに、RCEP＊25などの
枠組みが野心的な協定となるよう経済連携交
渉をリードしていく。

○「未来投資戦略2017」においても、「自由で
公正な市場を、アジア太平洋地域をはじめ、
世界に広げていくため、我が国が締結した
TPP協定の発効に取り組むとともに、参加
国・地域の拡大について議論を進めていく。
また、日EU・EPA、RCEP、日中韓FTAな
どの経済連携交渉を、戦略的かつスピード感
を持って推進する。我が国は、自由貿易の旗
手として、こうした新しい広域的経済秩序を
構築する上で中核的な役割を果たし、包括的
で、バランスのとれた、高いレベルの世界の
ルールづくりの牽引者となることを目指す。」
こととされている。

○こうした政府全体の方針を踏まえ、関税局は
関税制度や通関行政を所管する立場からアジ
ア・太平洋地域、東アジア地域、欧州などと
の経済連携を推進している。

＊24） そのほか、参事官室（国際交渉担当）がWTO（世界貿易機関）を中心とする多角的自由貿易体制の維持・強化、各国税関と
の情報交換等を、参事官室（国際協力担当）がWCO（世界税関機構）における国際協力、途上国税関に対する技術協力等を、
それぞれ担っている。

＊25） 東アジア地域包括的経済連携。Regional Comprehensive Economic Partnershipの略称。ASEANの10カ国と日本、中
国、韓国、オーストラリア、ニュージーランド及びインドの6カ国が交渉に参加する広域経済連携である。

当する国税庁課税部酒税課の多大な理解と協力が
あったおかげであり、特にEUとの交渉のフロン

トで語り尽くせない活躍をされた飯島隆課長補佐
には心から感謝している。
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（参考4）経済連携協定（EPA）交渉等の進捗状況

TPP（注1） 11月

4月

9月
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11月

11月

3月

7月

4月

5月

3月

12月

12月

11月

4月 10月

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

RCEP（注2）

日中韓

EU

コロンビア

トルコ

カナダ

韓国 11月

GCC 9月

日・ASEAN
包括的経済連携

中断中

延期

締結

発効

署名

（注1）TPP（環太平洋パートナーシップ）：カナダ、豪州、シンガポール、チリ、日本、ニュージーランド、ブルネイ、米国、ベトナム、ペルー、マ
レーシア、メキシコ（計12か国）。

（注2）RCEP（東アジア地域包括的経済連携）：ASEAN加盟国（インドネシア、カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、
マレーシア、ミャンマー、ラオス）、日本、中国、韓国、豪州、ニュージーランド、インド（計16か国）。

〈発効済EPAの発効状況〉
・シンガポール　2002年11月（2007年9月改定） ・メキシコ　2005年 4月（2012年4月改定） ・マレーシア　2006年 7月 ・チリ　2007年 9月
・タイ　2007年11月 ・インドネシア　2008年 7月 ・ブルネイ　2008年 7月
・ASEAN（物品貿易）　2008年12月 ・フィリピン　2008年12月 ・スイス　2009年 9月 ・ベトナム　2009年10月
・インド　2011年 8月 ・ペルー　2012年 3月 ・豪州　2015年 1月 ・モンゴル　2016年 6月

：共同研究等 ：交渉

投資・サービス章の継続交渉開始

GCC （湾岸協力理事会）：アラブ首長国連邦、
オマーン、カタール、クウェート、サウジア
ラビア、バーレーン

（参考5）日本の貿易総額に占める国・地域別の貿易額の割合

85.5% 発効済・署名済に加えて交渉中EPA

【参考】主要国のFTA比率（発効済・署名済EPA相手国との貿易が貿易総額に占める割合）
日本：40.0％、米国：47.5％、EU：33.0％、韓国：67.9％、中国：38.0％
※『未来投資戦略』は、2018年までに、FTA比率70％（2012年：18.9％）を目指すとしている。

出典：日本は財務省貿易統計（速報）（2017年1月）。米国、EU、韓国、中国はIMF Direction of Trade Statistics（2016年4月）。

14.5% その他
・台湾（5.0%）　・香港（2.8%）　・ロシア（1.3%）
・メルコスール（0.9%）
［うち ブラジル（0.8%）、アルゼンチン（0.1%）］
・南アフリカ共和国（0.5%）　・イラン（0.3%） 　等

17.5% 署名済
・米国（15.8％）
・カナダ（1.4%） 
・ニュージーランド（0.4%）
※TPP交渉参加国

22.5% 発効済
・ASEAN（15.0%）　・豪州（3.6%）
・メキシコ（1.3%）　・インド（1.0％）
・スイス（0.9%）　・チリ（0.6%）
・ペルー（0.2％）　・モンゴル（0.02%）
（ASEANメンバーのうち二国間
EPAも発効済の国）

・タイ（3.8%）　・インドネシア（2.4%）
・マレーシア（2.4%）　・ベトナム（2.3%）
・シンガポール（2.2%）　・フィリピン（1.5%）
・ブルネイ（0.1%）45.4% 交渉中

・GCC（5.9％）
※2010年から交渉を延期
・中国（21.6%）
・EU（11.9%）
・韓国（5.7%）
・トルコ（0.3％）
・コロンビア（0.1％）
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（コラム2）　日本ワイン

○国産ぶどうのみから醸造された「日本ワイ
ン」は、近年、国際的なコンクールで受賞す
るほど高品質なものが登場していること等を
背景に消費が拡大している。また、地域振興
等を通じて、新たな「日本ワイン」造りへの
参入も期待できる成長産業である。

○国税庁では、「日本ワイン」の国際的な認知
の向上や消費者の商品選択が容易になるよ
う、国際的なルールを踏まえたワインの表示
ルールとして「果実酒等の製法品質表示基
準」を平成27年10月に制定した。あわせて、
地理的表示制度の活用を図るため、地理的表
示の指定要件の明確化や、消費者に分かりや

すい統一的な表示をルール化する「酒類の地
理的表示に関する表示基準」を平成27年10
月に改正した。これらを通じ、「日本ワイン」
の健全な発達を促している。

○伊勢志摩サミット（平成28年5月）におい
ては、日本ワイン選考委員会（座長・後藤奈
美（独）酒類総合研究所理事長）が設けら
れ、事前に審査を行ったうえで、各種食事の
際に提供されるワインが選定された。日
EU・EPAにおいても、交渉の機会に合わせ、
後藤理事長からEU側要人や交渉担当者に対
し、「日本ワイン」のPRを実施していただ
いたところである。

（参考6） 国内市場におけるワインの流通量の
構成比

ボトルワイン
46.6%

スパークリングワイン
8.7%

バルクワイン
15.0%

日本ワイン
3.7%

その他
26.1%

輸入分
（70.3%）

国内分
（29.7%）

※1　国内分・輸入分の構成比は、国税庁統計年報書の課税数量比で
ある。

※2　輸入分の内訳は、財務省貿易統計の輸入数量比である。
※3　国内分の構成割合は、平成27年度果実酒実態調査を基に推計

している。

（参考7）果実酒製造場数の推移
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（参考8）主要な産地における果実酒製造場数

都道府県 果実酒製造免許場数
平成27年新規免許場数

山梨 87 2
長野 36 6
北海道 34 7
山形 14 0
新潟 13 1
その他 183 18
合計 367 34
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（コラム3）　EUの通商政策

○EUでは、EU理事会＊26による授権（mandate）
に基づき、欧州委員会＊27がWTOを含む通
商協定の交渉を行う。欧州委員会は、授権の
際の交渉指令に基づき単独で交渉にあたり、
都度、加盟国により構成される委員会に交渉
状況を報告する。交渉妥結後、理事会の決定
に基づき、協定への署名がなされる。また、
協定発効のためには、欧州議会＊28の同意が
必要となる。
○協定がEUの排他的権限に属する分野（加盟
国がEUに対して権限移譲している分野）だ
けでなく、加盟国との共有権限に属する分野
も対象とする場合には、協定発効のために
は、理事会の決定、欧州議会の同意だけでな
く、加盟各国の批准も必要となる＊29。
○主な通商協定は、以下のとおりである。
〈欧州経済領域（EEA：European Economic 
Area）〉
域内における物、人、サービス、資本の移動
の自由を確保
・欧州自由貿易連合（EFTA（ノルウェー、
アイスランド及びリヒテンシュタイン）、
スイスを除く）　（1994年発効）

〈関税同盟（Customs Union）〉
域内の関税・数量制限を撤廃するとともに、

域外に対する共通関税を適用
・トルコ　（1995年発効。工業製品および農
産加工品が対象）

〈自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）〉
・スイス（1973年発効）
・韓国（2015年発効）
・カナダ（包括的経済貿易協定（CETA）、
2017年9月暫定適用予定）

・シンガポール（2014年に署名）
・ベトナム（2016年2月に交渉妥結）
・日本（2017年7月に大枠合意）
（FTA交渉中）　米国＊30、マレーシア、タ
イ、インド、フィリピン、メルコスール、
湾岸協力会議（GCC）他

※アジア大洋州においては、マレーシアとタ
イ、インドとの交渉は停滞する一方、フィ
リピンと2015年に、インドネシアと2016
年に交渉開始で同意するとともに、オース
トラリアとニュージーランドについて2017
年中の交渉開始が見込まれる。

＊26） EU理事会（Council of the European Union）。EUの共同決定機関であり、欧州議会と共に立法機関としての役割を果たす。
政策分野ごとに10の会合があり、それぞれの理事会は各加盟国の各分野を所掌する閣僚により構成。

＊27） 欧州委員会（The European Commission）。EUの執行機関。各加盟国から1人ずつ任命された28名の欧州委員（閣僚相
当）で構成（任期5年）。各委員の下に、「省庁」に相当する各分野別の「総局」等を配置。

＊28） 欧州議会（The European Parliament）。議員は各加盟国において直接選挙によって選出される。各加盟国の人口比に応じ
て、国別の議員数が決定（定数751名、任期5年）。

＊29） リスボン条約（2009年発効）は、EUに授与されている権限を3つの領域に分類し、EUと加盟国の間の権限分担を明確化し
ている。
第1の領域は、EUが単独で権限を持つ分野（排他的権限）。EUだけが立法や国際協定の締結を行うことができる。例として
共通通商政策。
第2の領域は、EUと加盟国が共に権限を持つ分野（共有権限）。両方が立法することができるが、EUが権限を行使してEU法
を制定すると、加盟国はそれと異なる立法を行うことができない。
第3の領域は、加盟国の分担責任をEUが補充する分野（補充的権限）。EUは加盟国が分担する責任を支援、調整、補充する
ための行動を行うが、EUの分担責任とすることはできない。

＊30） EUと米国は、包括的貿易投資協定（TTIP：Transatlantic Trade and Investment Partnership）の交渉を2013年7月
に開始し、これまで15回の交渉ラウンドを行ったが、米国トランプ政権の誕生に伴って交渉は停止状態（on hold）にある。
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年７月に公表された外食事業者による「外食の原産地表示ガイドライン」の積極的な

活用を促進する。

引き続き米穀等のトレーサビリティ制度を適切に運用する。また、食品産業事業者

等による、入荷品と出荷品の対応関係も含めて入出荷記録を作成し、保存する取組の

拡大を推進する。

消費者の信頼向上に向けた食品産業事業者等の主体的な取組を促すため、食品の品

質管理、消費者対応等の取組について、食品の生産から加工・流通、消費に至るまで

の各段階の関係者が連携し、情報共有を通じて取組の向上と標準化を図るとともに、

取引先や消費者に対する積極的な情報提供を推進する。

（２）幅広い関係者による食育の推進と国産農産物の消費拡大、「和食」の保護・継承

① 食育の推進と国産農産物の消費拡大

高齢化が進行する中で、生活習慣病の予防による健康寿命の延伸、健康な次世代の

育成の観点から、健全な食生活を営めるよう、関係府省が、地方公共団体等と連携し

つつ、食育を推進する。

ごはんを中心に多様な副食等を組み合わせ、栄養バランスに優れた「日本型食生活」

の実践を推進するため、内容やメリット等を分かりやすく周知する。また、年代、性

別、就業や食生活の状況などに応じて消費者各層の多様なニーズや特性を分析、把握

した上で類型化し、それぞれの類型に適した具体的な推進方策を検討し、実施する。

さらに、健康で豊かな食生活を支える役割を担う食品産業において、「日本型食生活」

の推進に資するメニューや商品に関する消費者への情報提供などの取組を促進する。

こうした「日本型食生活」の実践に係る取組と併せて、学校教育を始めとする様々

な機会を活用した、幅広い世代に対する農林漁業体験の機会の提供を一体的に推進し、

食や農林水産業への国民の理解を増進する。

こうした食育活動を通じて学んだことについて、家庭での共有を促進する。

これらの施策を効果的かつ効率的に推進するため、食育を実践する農業者、食品産

業事業者、教育関係者等の現場の声を把握し、積極的な活動を促すための仕組みを構

築する。

国産農産物の消費拡大に向けて、食育や「和食」の保護・継承、介護食品の開発な

ど医療・福祉分野と食料・農業分野が連携する医福食農連携、農村の魅力と観光需要

を結び付ける農観連携、国産花きなど品目別の需要拡大等を推進する取組と連携しつ

つ、官民一体となった国民運動を推進する。また、地域の農産物の学校給食への安定

供給体制を構築するなど、関係府省が連携しつつ、地産地消を更に推進する。特に、

米については、米飯学校給食の更なる拡大、簡便化や健康志向等の消費者ニーズに対

応した新商品の開発等を推進する。

② 「和食」の保護と次世代への継承

日本人の伝統的な食文化である「和食」が、ユネスコの無形文化遺産に登録（平成
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25年12月）されたことを踏まえ、「和食」の保護・継承を本格的に進める必要がある。

このため、「和食」に関する国民の関心と理解が深まるよう、「和食」の栄養バランス

の健康への寄与等に関する科学的解明とその普及、学校給食や家庭における「和食」

の提供機会の拡大、「和食」の継承に向けた地域における食育活動、和室等を活用し

た和の文化の一体的な魅力発信などを推進する。また、「和食」の保護・継承に当た

っては、ユネスコの登録に際し、保護・継承に責任を持つ唯一の民間団体として位置

付けられた「一般社団法人和食文化国民会議」とも密接に連携し、産学官一体となっ

て効果的に進める。

（３）生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

① ６次産業化等の取組の質の向上と拡大に向けた戦略的推進

農業者が明確な事業戦略の下で、食品産業事業者や他の農業者等とも緊密なコミュ

ニケーションを図るなど積極的に連携しつつ、主体的に取り組む６次産業化や農商工

連携を促進する。これにより、農産物や食品等の生産・加工・流通過程において価値

をつなぎ、高めていくバリューチェーンの構築や、各段階におけるイノベーションを

通じた新たな価値の創出を促進する。

こうした取組を通じ、消費者のニーズ等を踏まえた機動的な経営判断等を行うこと

ができる農業経営体の創出を推進する。

農観連携やバイオマスの利活用、再生可能エネルギーの生産、医福食農連携など、

地域の多様な資源を活用した６次産業化等を促進し、農村全体の活性化を推進する。

このため、新商品開発や販路の開拓、必要な加工施設等の整備、事業の本格的な拡

大といった取組の発展段階や取組主体に応じ、「地域資源を活用した農林漁業者等に

よる新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地

産地消法）」（平成22年法律第67号）や農林漁業成長産業化ファンド等の支援施策の活

用を推進する。

６次産業化等を通じて新たな価値の創出に成功した取組について、成功の要因や今

後の課題等を分析し、その結果を踏まえた現場の取組を促すとともに、農業者等によ

るこれらの施策の活用方法の明確化や施策の必要な見直しを行う。また、６次産業化

等の取組をコーディネートする人材を育成するための取組を含め、農業者等を適時・

的確にサポートする体制の充実等を図り、取組の更なる拡大、向上を推進する。

６次産業化等を地域ぐるみで推進するため、農業者と地方公共団体、食品産業、金

融機関、試験研究機関等により構成する地域における連携の場等の設置、活用や地域

の戦略等の策定を促進する。

このような取組に加えて、地域の農産物や食品のブランド化を図るため、地理的表

示保護制度の活用等を促進する。

② 食品産業の競争力の強化

食品産業は、消費者ニーズに対応した食品を安定的に供給するという役割を担うと



平成 29年度環境産業の市場規模推計等委託業務 

環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書 

平成 30年 3月 

環境産業市場規模検討会 

資料15



44 

図表 2-II-36 自然環境保全分野の推計分類別雇用規模推移（単位：人） 

中分類 小分類 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

緑化・水辺再生

緑化、水辺再生工事 4,594 4,518 1,905 4,580 6,767 7,523 5,443 5,524 5,058 4,438 2,759 2,089 2,258 2,422 2,646 2,787 2,877

d11-01 親水工事 1,136 1,136 881 900 1,511 1,723 1,677 1,594 1,538 1,574 477 403 295 271 254 248 242

d11-02 都市緑化（含屋上緑化） 2,210 2,214 284 2,543 3,894 3,802 1,760 1,665 1,761 1,781 1,416 934 1,153 1,360 1,439 1,564 1,587

d11-03 工場緑化 1,248 1,168 739 1,137 1,361 1,998 2,005 2,266 1,759 1,083 865 751 810 792 954 976 1,048

水資源利用

節水型設備 0 0 0 0 0 0 152 305 453 544 618 715 818 768 693 704 709

d21-01 節水型便器 0 0 0 0 0 0 152 305 453 544 618 715 818 768 693 704 709

雨水利用設備 649 804 1,002 861 872 859 661 657 628 618 521 510 529 470 470 475 434

d22-01 雨水・再生水利用設備 215 373 435 362 417 452 265 236 253 251 235 222 232 226 226 281 281

d22-02 透水性舗装 434 431 567 499 456 407 396 421 375 367 287 287 297 244 243 194 153

上水道 66,538 65,283 63,809 62,135 60,588 58,733 57,130 55,109 53,275 51,655 50,023 49,105 48,030 47,108 46,797 45,956 45,956

d23-01 上水道 66,538 65,283 63,809 62,135 60,588 58,733 57,130 55,109 53,275 51,655 50,023 49,105 48,030 47,108 46,797 45,956 45,956

持続可能な農林水産業

持続可能な農林水産業 241,044 232,288 239,172 248,358 264,585 295,248 318,115 360,262 367,063 375,833 390,460 384,152 363,579 345,864 322,850 314,395 296,957

d31-01 持続可能な森林整備・木材製造 38,315 38,082 37,625 36,307 33,906 34,153 33,997 32,388 31,303 32,994 33,561 36,456 38,058 39,025 35,010 32,063 37,122

d31-02 非木材紙 494 483 394 313 282 276 238 231 254 231 252 257 249 223 231 229 223

d31-03 国産材使用1（建築用・容器） 41,870 36,564 34,574 35,015 33,293 36,438 33,454 34,703 38,009 38,744 36,202 42,608 36,309 34,908 35,655 42,753 44,541

d31-04 国産材使用2（家具・装備品） 30,523 25,347 23,670 23,555 22,062 24,050 22,075 23,056 25,814 27,186 24,586 26,724 22,892 22,259 22,484 23,846 24,843

d31-05 環境保全型農業 1,126 9,226 26,233 47,766 75,699 98,874 127,271 167,995 185,975 196,848 212,053 216,287 201,760 186,451 166,373 154,669 129,389

d31-06 養殖 128,032 122,131 116,200 105,036 98,980 101,178 100,625 101,110 85,290 79,487 83,267 61,228 63,531 62,265 62,268 60,103 60,103

d31-07 植物工場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 160 40 0 0 0

d31-08 環境保全型農業資材 685 454 477 367 361 279 455 781 418 343 539 592 621 694 829 733 736

環境保護意識向上

エコツーリズム 104,466 94,947 110,053 118,595 118,471 96,732 103,410 118,048 108,378 112,230 109,649 92,068 99,161 97,804 80,440 84,316 112,063

d41-01 エコツーリズム 104,466 94,947 110,053 118,595 118,471 96,732 103,410 118,048 108,378 112,230 109,649 92,068 99,161 97,804 80,440 84,316 112,063

環境教育 4,562 4,633 4,706 4,790 4,874 5,027 5,191 5,371 5,568 8,560 6,895 12,042 9,667 9,098 9,120 9,394 10,061

d42-01 環境教育 4,163 4,255 4,348 4,449 4,550 4,677 4,808 4,946 5,092 8,018 6,357 11,537 9,163 8,667 8,702 8,995 9,669

d42-02 環境教育ソフトウェア 399 378 359 341 324 351 383 424 476 542 538 505 504 431 418 399 392

推計項目
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3 2, 227 19. 8 1, 913 16. 4 1, 803 16. 9
4 859 7. 6 938 8. 0 935 8. 7
5 497 4. 4 580 5. 0 607 5. 7  

 
 
 



 3 

2 5  
11, 265 11, 675 10, 700

1 1, 847 16. 4 1, 877 16. 1 1, 041 9. 7
2 1, 577 14. 0 1, 175 10. 1 916 8. 6
3 800 7. 1 933 8. 0 907 8. 5
4 446 4. 0 567 4. 9 523 4. 9
5 390 3. 5 468 4. 0 506 4. 7  

 

 
1 3, 168 28. 1

100 45
393 1 3, 061 107

3  
2 3 2, 758 24. 5

2 2, 834 76  
3 1, 849 16. 4

23 59 31
3 1, 931 82  

4 741 6. 6
4 782 41

 
5 634 5. 6

5 680 46  
3

 
 

3 5  
11, 265 11, 675 10, 700

1 3, 168 28. 1 3, 061 26. 2 2, 863 26. 8
2 2, 758 24. 5 2, 834 24. 3 2, 601 24. 3
3 1, 849 16. 4 1, 931 16. 5 1, 232 11. 5
4 741 6. 6 782 6. 7 838 7. 8
5 634 5. 6 680 5. 8 748 7. 0  

 

 

8, 270 73. 4 2, 744 24. 4
 

  40 2, 058 18. 3 50
2, 003 17. 8 70 1, 741 15. 5 60 1, 454 12. 9
30 1, 412 12. 5 20 966 8. 6 10 321 2. 8 10 277 2. 5

4 50 70
 

 10 1 27
10 64 20 146 30



 4 

30 237 40 403 50 399 60 248
70 270 5  

10 50 10 50 70
10 20

 
 

4  

129 4. 7 100 1. 2 48 19. 1 277 2. 5
116 4. 2 200 2. 4 5 2. 0 321 2. 8
197 7. 2 767 9. 3 2 0. 8 966 8. 6
279 10. 2 1, 131 13. 7 2 0. 8 1, 412 12. 5
405 14. 8 1, 650 20. 0 3 1. 2 2, 058 18. 3
447 16. 3 1, 549 18. 7 7 2. 8 2, 003 17. 8
416 15. 2 1, 036 12. 5 2 0. 8 1, 454 12. 9
492 17. 9 1, 243 15. 0 6 2. 4 1, 741 15. 5
263 9. 6 594 7. 2 176 70. 1 1, 033 9. 2

2, 744 24. 4 8, 270 73. 4 251 2. 2 11, 265 100. 0  
2 100.0  

 
5 5  

27 14 13 11 10

64 60 26 20 12

146 137 131 125 56

237 227 111 105 50

403 339 127 87 70

399 311 92 77 61

248 212 86 62 45

270 188 153 59 40

101 92 90 62 44



 5 

 
2017 3, 251 2016 3, 583  
 

 

1
922 28. 4 2 719

22. 1 3 488 15. 0 4
 419 12. 9 5

144 4. 4
6  

1 455 14. 0 2
158 4. 9 3 122 3. 8 4 100 3. 1 5

88 2. 7 7  
 

6 5  
3, 251 3, 583 4, 506

1 922 28. 4 1, 306 36. 4 1, 312 29. 1
2 719 22. 1 681 19. 0 950 21. 1
3 488 15. 0 464 13. 0 882 19. 6
4 419 12. 9 404 11. 3 424 9. 4
5 144 4. 4 139 3. 9 157 3. 5  

 
7 5  

3, 251 3, 583 4, 506

1 455 14. 0 460 12. 8 601 13. 3
2 158 4. 9 268 7. 5 306 6. 8
3 122 3. 8 149 4. 2 167 3. 7
4 100 3. 1 90 2. 5 88 2. 0
5 88 2. 7 85 2. 4 81 1. 8  

 

 

1 463 14. 2
7 1

223 1 7 2 470
1 8  

2 448 13. 8
11

3 12 3 447
1 2  

3 392 12. 1
4 447 55

 
4 375 11. 5



 6 

5 380 5  
5 327 10. 1

6 292 35  
 

8 5  
3, 251 3, 583 4, 506

1 463 14. 2 508 14. 2 926 20. 6
2 448 13. 8 470 13. 1 529 11. 7
3 392 12. 1 447 12. 5 503 11. 2
4 375 11. 5 447 12. 5 480 10. 7
5 327 10. 1 380 10. 6 453 10. 1  

 

 

                 5000012010024  
                      5000012010024  
                    2000012010019  
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 2017 3  

 

 
1,847  

1, 847 16. 4 1
1, 877 30  

1, 573 85. 2 8 40 403
21. 8 50 399 21. 6 70 270 14. 6

 
1, 339 72. 5

284 15. 4  
998 54. 0 5 497 26. 9

283 15. 3  
 

 

40  
3

40  
 

1,577  

1, 577 14. 0

2 1, 175 402  
1, 357 86. 0 9 40 339

21. 5 50 311 19. 7 30 227 14. 4
 

283 17. 9 188 11. 9
174 11. 0 18 15 268

  
1, 435 91. 0 9

107 6. 8 9 0. 6  
 

 

10  
5

50  



 8 

 
 800  

800 7. 1 3
933 133  

565 70. 6 225 28. 1 70
153 19. 1 40 127 15. 9 20 125 15. 6

 
390 48. 8 5

361 45. 1
166 20. 8 75 9. 4  

 
 

70  

40  
 

 
455  

455 14. 0 1
460 5  

319 70. 1
117 25. 7 242 53. 2

41 9. 0 37 8. 1  
 

  

 
2

 
 

158  

158 4. 9 3 149
9  

59 37. 3
32 20. 3 29 18. 4

135 85. 4 9  
 

 



 9 

 

 
 

122  

122 3. 8 4 90
32                                                                                                                       

67 54. 9
47 38. 5 44 36. 1

21 17. 2  
 

 

 

 
 

<ti tl e>2017 PIO-NET </ ti tl e> 



4021005002918

1 

29 8 10

2016 PIO-NET

PIO-NET 1 2016 2

2017 2017 10

2016

15, 153 0. 3
11, 602 3

3, 551 3

74 86
968 205 132
964

249 1
137 159 92

925

1 PIO-NET 

2

2017 5 2007
2015
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 2 

 

 

 
2016 PIO-NET 11, 602 2015 10, 638  
 

 
  1  3, 173

27. 3 2
 2, 844 24. 5 3

 1, 896 16. 3 4
 935 8. 1 5  579 5. 0 1  

1 1, 866 16. 1 3 898
968 2 1, 168 10. 1 1 1, 036

132 3 926 8. 0 2 904
22 4 564 4. 9 5 467
4. 0 2  
 

1 5
11, 602 10, 638 11, 594

1 3, 173 27. 3 2, 804 26. 4 3, 262 28. 1
2 2, 844 24. 5 2, 259 21. 2 2, 136 18. 4
3 1, 896 16. 3 1, 791 16. 8 2, 122 18. 3
4 935 8. 1 932 8. 8 1, 096 9. 5
5 579 5. 0 602 5. 7 660 5. 7  

2 5  
11, 602 10, 638 11, 594

1 1, 866 16. 1 1, 036 9. 7 1, 227 10. 6
2 1, 168 10. 1 904 8. 5 1, 205 10. 4
3 926 8. 0 898 8. 4 622 5. 4
4 564 4. 9 521 4. 9 583 5. 0
5 467 4. 0 501 4. 7 544 4. 7  



 3 

 
1 3, 042 26. 2

300 127
2 2, 590 452  

2 3 2, 813 24. 2

1 2, 841 28  
3 1, 917 16. 5

969 273 3 1, 224
693  

4 780 6. 7
4 836 56

 
5 676 5. 8

6 643 33  
3

 
 

3 5  
11, 602 10, 638 11, 594

1 3, 042 26. 2 2, 841 26. 7 3, 567 30. 8
2 2, 813 24. 2 2, 590 24. 3 2, 782 24. 0
3 1, 917 16. 5 1, 224 11. 5 1, 161 10. 0
4 780 6. 7 836 7. 9 825 7. 1
5 676 5. 8 746 7. 0 731 6. 3  

 

 

8, 549 73. 7 2, 832 24. 4
7, 464 70. 2

 
  40 2, 104 18. 1 50
1, 854 16. 0 70 1, 641 14. 1 30 1, 588 13. 7
60 1, 585 13. 7 20 1, 086 9. 4 10 337 2. 9 10 336

2. 9 10 60 4  
 10 32 10

49 20 163 30
30 292 40 482 50 361 60 207 70

218  
10 70 10 40 60

50
5  

 
 



 4 

4  

161 5. 7 124 1. 5 51 23. 1 336 2. 9
125 4. 4 205 2. 4 7 3. 2 337 2. 9
213 7. 5 871 10. 2 2 0. 9 1, 086 9. 4
303 10. 7 1, 284 15. 0 1 0. 5 1, 588 13. 7
420 14. 8 1, 681 19. 7 3 1. 4 2, 104 18. 1
435 15. 4 1, 418 16. 6 1 0. 5 1, 854 16. 0
439 15. 5 1, 146 13. 4 0 0. 0 1, 585 13. 7
454 16. 0 1, 181 13. 8 6 2. 7 1, 641 14. 1
282 10. 0 639 7. 5 150 67. 9 1, 071 9. 2

2, 832 24. 4 8, 549 73. 7 221 1. 9 11, 602 100. 0  
2 100.0  

5 5  

32 19 18 16 16

49 47 34 18 18

163 156 144 134 70

292 162 135 117 79

482 208 157 103 103

361 180 99 79 79

207 187 97 75 60

218 185 173 57 52

103 99 71 68 35



 5 

 
2016 3, 551 2015 4, 476  
 

 

1 1, 294
36. 4 2 673 19. 0

3 461 13. 0 4
 402 11. 3 5

139 3. 9
6  

1 455 12. 8 2
264 7. 4 3 148 4. 2 4 90 2. 5 5

85 2. 4 7  
 

6 5  
3, 551 4, 476 5, 196

1 1, 294 36. 4 1, 302 29. 1 1, 641 31. 6
2 673 19. 0 950 21. 2 1, 024 19. 7
3 461 13. 0 871 19. 5 889 17. 1
4 402 11. 3 422 9. 4 513 9. 9
5 139 3. 9 156 3. 5 208 4. 0  

 
7 5  

3, 551 4, 476 5, 196

1 455 12. 8 592 13. 2 687 13. 2
2 264 7. 4 307 6. 9 275 5. 3
3 148 4. 2 167 3. 7 152 2. 9
4 90 2. 5 87 1. 9 134 2. 6
5 85 2. 4 80 1. 8 119 2. 3  

 

1 503 14. 2
2 522

19  
2 467 13. 2

155 80 1
924 457  

3 445 12. 5
11

3 4 477
32  
4 443 12. 5

5 447 4
 

5 371 10. 4



 6 

3 498 127 8  
 

8 5  
3, 551 4, 476 5, 196

1 503 14. 2 924 20. 6 841 16. 2
2 467 13. 2 522 11. 7 667 12. 8
3 445 12. 5 498 11. 1 589 11. 3
4 443 12. 5 477 10. 7 569 11. 0
5 371 10. 4 447 10. 0 538 10. 4  

 

 

  5000012010024  
  5000012010024  
  2000012010019  
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 2016 3  

 

 
1,866  

1, 866 16. 1 3
898 968  

1, 622 86. 9 9 40 482 25. 8
50 361 19. 3 30 292 15. 6  

1, 074 57. 6
190 344 534 28. 6

 
969 51. 9 5 592 31. 7

265 1  
 

 

  

50  
 

1,168  

1, 168 10. 1 1
1, 036 132  

1, 015 86. 9 9 40 208
17. 8 60 187 16. 0 50 180 15. 4

 
211 18. 1 168 14. 4

98 8. 4 91 7. 8 48. 6 5
1, 035 88. 6 9 98

8. 4 11 0. 9  
 

 

  

   
 

 926  

926 8. 0 2
904 22  



 8 

688 74. 3 219 23. 7 70
185 20. 0 40 157 17. 0 20 144 15. 6

 
420 45. 4 5

400 43. 2 193 20. 8
67 7. 2  

 
 

70  

HIFU

40  
 

 
455  

455 12. 8 1
592 137  

315 69. 2
112 24. 6 234 51. 4

68 14. 9 37 8. 1  
 

  

 

 
 

264  

264 7. 4 24
15 249                                                                                                                       

260 98. 5
4 1. 5 230 87. 1

 
 

 
 

 
 



 9 

148  

148 4. 2 2 307
159  

45 30. 4
31 20. 9 130 87. 8

9  
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<ti tl e>2016 PIO-NET </ ti tl e> 
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1 

 
  

 

162-0842 2-7-27 

TEL:03-3268-3134  FAX:03-3268-3136 
  e-mail:shogaikouho@jhnfa.org 

http://www.jhnfa.org 

30 2018 4 2  

6586  
 

 

1991 3 25

 

1993 5 1 2018 3

1082  

 

1997

 

2017 12 12

 

 

   

 03-3268-3132   03-3268-3134  
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2 

 

 

2017

 

2017 12 1078 165 3

1070 162

158 97.5 1057

 

 

 

 



3 

  

2007

2017 53.1 30.2

4.5%  

 



4 

 

2005

2007 2011 2013

2017 102.3%

 

2005 2013 2005

2014 2017 101.4%  

2014

2017 142.8%  

2017 100.2% 2014

 

2011

2015 2017 109.6

 

2007

2011 2013 2017

97.0%  

2009

2016 2017 103.4%  

1999 2005 2013

2017 97.5  

2003 2015

2016 2017 93.2  

1999 2007

2011 2015 2016

2017 101.8%  



5 

 

 



6 

 

 

5.5 6

 

4 2017 109.2%

 

2011 2017 118.6%  

2009 3 2011

2017 79.6%  

2009 2013

2014 2017

87.9%  

2009

2017 102.4%  



7 

 

2009  



8 

 

4

2014 109.1%

104.1% 101.0%

91.8%  

 



9 

 

 

2017 12 1078  

2017 1 12 1 55  

21

10 27

 

71

52 126

 

2017 12  



10 

 



11 

 



12 

 

 

2007 2013

2014 2015

2017 6585 2  

2014

2017

2013 2015

2017 2015 2017

2011

2007 2017

2005 2017  

5.5 6 2017

2013 2014

2017  

2017
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「医福食農連携」関連予算の概要

平 成 ２ ７ 年 １ 月

平成２７年度当初予算

平成２６年度補正予算
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１．薬用作物国産化のニーズに応えた産地形成に向けた取組

○薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業 ・・・・・・Ｐ２

○特用林産物振興・新需要創出事業 ・・・・・・・・・・Ｐ４

２．介護食品・機能性を有する食品等の開発・普及に向けた取組

○医福食農連携推進環境整備事業 ・・・・・・・・・・・Ｐ６

（コンソーシアム整備等、介護食品普及）

３．「農」と「福祉」の連携の推進に向けた取組

○都市農業機能発揮対策事業 ・・・・・・・・・・・・・Ｐ 1 0

○都市農村共生・対流総合対策交付金 ・・・・・・・・・Ｐ 1 2

○農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ・・・・・・・Ｐ 1 4

４．医福食農連携の推進に資する研究・開発

○農林水産業の革新的技術緊急展開事業 ( H 2 6補正 ) ・・・Ｐ 1 7

○農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業 ・・・・・Ｐ 1 9

○革新的技術創造促進事業 ・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 2 1

目 次



２．介護食品や機能性を有する食品等

の開発・普及に向けた取組 
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医福食農連携推進環境整備事業
【３７５（４３５）百万円】

対策のポイント
食と健康に係る科学的知見の集積と環境整備及び科学的知見の集積と連携

した具体的な食品等の提案につながる研究の深堀、地域の多様な事業体の連

携による消費者への情報発信等の医福食農連携による取組を支援します。

＜背景／課題＞

・世界に類をみない超高齢社会となった日本においては健康寿命の延伸が政策課題とな

る一方で、国内外において健康ニーズはさらに高まっており、今後、健康長寿に関す

医療・福祉分野と食料・農業分野が戦る市場の拡大が見込まれています。このため、

ことが重要です。略的に連携し 「食」と「農」を基盤とした健康長寿社会を築く、

知見を蓄積しながら研究から・食と健康については科学的知見が重要であり、こうした

が産業インフラとして必要とな産業化まで一体的に推進する医福食農連携の場づくり

ります。このため、医福食農連携による新たなモデル等を推進・支援するとともに、

そのモデル等の普及を図ります。

・一方、介護食品については入手が煩雑であったり、どれを選べば良いかわからないと

いった状況にあるため、利用者のニーズに対応していく必要があります。

「新しい介護食品」の愛称（スマイルケア食）や・このため、平成26年11月に公表した

選び方のフローチャートの普及、地域の農産物等を活用した介護食品の商品開発等を

取組を進めていきます。通じて、スマイルケア食の利用促進の

政策目標

６次産業の市場規模の拡大

（ ） （ ） （ ））（約１兆円 平成22年度 →３兆円 平成27年度 →10兆円 平成32年度

＜主な内容＞

１．医福食農連携コンソーシアム整備等支援事業 ３１５（４０５）百万円

医食農連携に関するコンソーシアムを医学、農学等の関係者や食品産業事業者等が

し、以下のような取組を行う場合に、その取組に対する支援を実施します。形成

機能メカニズム解（１）多層オミックス解析等を活用し、農林水産物・食品の有効成分の

を行うと同時に食と健康の因果関係を解明するための を実施す明 食習慣等の疫学調査

る取組であるとともに、これらの調査・分析で得た を図科学的知見のデータベース化

る取組。

（ ）食を通じて健康長寿を実現するための食品・食べ方を切り口として （１）の取組２ 、

科学的知見（有効成分の受容体情報、メタゲノム情報、食事データ等）ので得られる

の取組。集積等と連携して事業化に向けた個別企業との共同研究

３ 地域において、 の を図り、（ ） 地域食材を活用した健康レシピメニュー 作成やその普及

を図る取組。消費者等の啓発による需要喚起

補助率：定額、１/２以内

事業実施主体：民間団体（任意協議会等）

［平成27年度予算の概要］
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［平成27年度予算の概要］

２．介護食品普及支援事業 ６０（３０）百万円

スマイルケア食を広く国民に普及させるためのシンポジウム等の開催や、地場産介護

  食品の商品開発等に対する支援を実施します。

（１）スマイルケア食を広く国民に普及させるため、学識経験者等によるシンポジウム等

、 、の開催や インターネットでの通信販売の活用、 による スマイルケア食の認知度向上

利用促進に向けた取組。

地域の農産物等（２）地域の食品事業者と栄養士や医師及び地方自治体などが連携した、

を活用した介護食品の商品開発 その提供システム確立のための取組。や、

補助率：定額、１/２以内

事業実施主体：民間団体（任意協議会等）

お問い合わせ先：

１の事業

食料産業局食品小売サービス課外食産業室（０３－６７４４－０４８１）

２の事業 食料産業局食品製造卸売課 （０３－６７４４－２２４９）
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４．医福食農連携の推進に資する
 研究・開発
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農林水産業の革新的技術緊急展開事業
【１，４００百万円】

対策のポイント
農林水産業の活力創造を図るため、品質向上や国産の「強み」のある農林

水産物の生産拡大等に向けた革新的な技術開発等を推進します。

＜背景／課題＞

・ 農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、農山漁村の有するポテンシャルを「

技術革新により、生産性向上十分に引き出し、農林水産業の所得向上を目指すには、

を図るほか、 農林水産物づくりを進めることが重要品質向上や国産の「強み」のある

です。

・このため、 をはじめ、実際の生産現場において、迅速な競争力強化が必要な畜産分野

民間企業・大学・独立行政法人などオールジャパンの英知を結集 革新的な技術体し、

が必要です。系の実証研究

幅広い分野で民間活力を活かした・また、品種開発、栽培技術や食品保存・加工法など

するため、 （生体内の代謝活動技術革新を加速化 世界をリードするメタボローム解析

を網羅的に把握・分析する技術）など先端技術の応用研究を強力に推進する必要があ

ります。

政策目標
大幅なコスト低減、品質向上や国産の「強み」のある農林水産物の生産

拡大等による農林水産業経営の収益増大

＜主な内容＞

１．産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立

（１）畜産の競争力強化のための技術体系確立 ４００百万円

畜産の競争力強化を図るため、特徴ある品種の活用に向けた飼養管理技術や、

イアコーンなど新たな自給飼料の給餌と放牧を組み合わせた牛肉生産技術体系を

確立する実証研究を推進します。

（２）農林水産業の活力創造のための革新的技術実証研究 ４００百万円

農林水産業の活力創造を図るため、収益性の高い漁業・養殖業を実現する技術

実証や新たな機能性表示制度に対応した農林水産物の品質安定化技術実証など、

強みのある国産農林水産物の生産拡大や農林水産業経営の収益増大等を図るため

の実証研究を推進します。

２．技術革新を加速化する最先端分析技術の応用 ６００百万円

最先端の解析機器を導入したメタボローム解析、分析データのデータベース化及

びバイオインフォマティクス（得られるデータを詳細に分析すること）の人材育成

。を行い、メタボローム解析の農林水産分野・食品分野における応用研究を推進します

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：技術会議事務局研究推進課 （０３－６７４４－７０４３ ］）

［平成26年度補正予算の概要］
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農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業
（競争的資金）

【５，２３８（５，２１７）百万円】

対策のポイント
農林水産・食品分野の成長産業化に必要な研究開発を、基礎から実用化ま

で継ぎ目なく推進します。

＜背景／課題＞

・農林水産・食品分野の成長産業化を図るためには、産学の研究勢力を結集し、公的研

究機関等の基礎的研究の成果を基に着実に生産現場等で実用化につながる技術的成果

を創出することが重要です。

・研究開発を するとと提案公募方式により基礎段階から実用化段階まで継ぎ目なく支援

もに、優れた研究成果を創出した研究課題は次の研究段階に進める仕組みを導入して

います。

政策目標
実施課題の90%において、革新的な技術成果や実用化につながる技術成果を

創出（平成29年度）

＜主な内容＞

１．提案公募による研究開発

（１）シーズ創出ステージ
革産学の研究機関の独創的な発想に基づき、将来、アグリビジネスに結びつく

を支援します。新的な技術シーズを創出するための研究開発

（２）発展融合ステージ
実創出された技術シーズを基に、異分野の産学の研究機関との融合等により、

を支援します。用技術の開発に向けて発展させるための研究開発

（３）実用技術開発ステージ
現場の多様なニーズに対応した実用化段国の重要施策や農林水産・食品分野の

支援します。階の研究開発及び新品種の育成に向けた研究開発を

「重要施策対応型」の対象範囲をシーズ創出スまた、府省連携の取組みである

します。テージ・発展融合ステージまで拡充

２．研究課題の進行管理や研究成果の普及等に関する調査分析
研究課題の審査、進行管理、評価から普及状況等の把握まで一貫した調査・分析

を行うとともに、研究開発の成果の普及等を推進します。

委託費

委託先：民間団体等

［お問い合わせ先：農林水産技術会議事務局研究推進課

（０３－６７４４－７０４４ ］）

[平成27年度予算の概算]
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革新的技術創造促進事業

【１，０５０（１，０００）百万円】

対策のポイント
全国に配置したコーディネーターが収集した生産現場や民間の技術開発ニ

ーズや消費者ニーズに基づき、民間企業等による事業化に向けた研究及び異

分野と融合した共同研究を促進します。

＜背景／課題＞

農林水産・食品産業の成長産業化を加速化するためには、民間からの研究開発投資を・

促進するとともに、他分野での研究成果を早急に取込むことが必要となっています。

・このため、消費者ニーズに従い、 や医民間企業等の事業化を促進するための研究開発

異分野の革新的な技術を農林水産・食品分野へ活用する研究開発の療、ＩＴ、工学等

です。促進が必要

政策目標
、 、○平成30年度までに 事業化促進研究において実施課題の90％以上で事業化

及び異分野融合共同研究において実施課題の80％以上で事業化が有望な研究

成果を創出

＜主な内容＞

１，０５０（１，０００）百万円革新的技術創造促進事業

農林水産業・産業界の技術開発ニーズや消費者ニーズ等を把握し、農林水産業、

食品産業の成長産業化を加速するために必要な研究開発を支援します。

（１）民間活力を活用した事業化の促進

、 、農林水産業の生産現場や消費者等の多様なニーズに基づき 研究課題を設定し

民間企業等の を支援します。事業化に向けた研究開発

（２）異分野と連携した研究開発

技術シーズ等の情報提供の場を設置し、農林水産業の生産現場や消費者等の多

工学などの異分野と連携して研究開発を行うことが効果的様なニーズ等のうち、

を支援します。な課題について、異分野の産学との共同研究

補助率：定額

事業実施主体： 独）農業・食品産業技術総合研究機構（

＜各省との連携＞

「 」 、 、○ 内閣府ほか ・ 科学技術イノベーション総合戦略 に基づき 府省連携の下

異分野融合研究を支援

［お問い合わせ先：農林水産技術会議事務局研究推進課

（０３－３５０２－５５３０ ］）

［平成27年度予算の概要］
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・ 農林水産業の生産現場や民間の技術開発ニーズ

・ 研究機関が有する農林水産・食品分野の技術シーズ

革新的技術創造促進事業

 

・ 企業等による農林水産業、食品産業に役立つ革新的技術の事
業化促進研究や異分野融合共同研究を消費者ニーズを踏まえ、
実施。

・ 事業化促進研究にあっては、委託先企業等が、成功時に研究費の
１００％、不成功時に１０％を返済する仕組みを設け、企業の研究
開発リスクを軽減。

全国に配置したコーディネーターが収集した生産現場や民間のニーズや消
費者ニーズに基づき、①民間企業等による事業化を促進するための研究、
②異分野と融合した共同研究を支援。

ニーズ・シーズの把握

ニーズ・シーズを踏まえた
研究課題の設定・公募

革新的技術創造促進事業

・ 農林水産物（副産物）を活用した高機能素材の開発
・ アレルギーの人でも食べられる農産物の加工品の提供
・ 農林水産物の品質、鮮度を保持する低コスト貯蔵、輸送技術

農林水産・食品分野の成長産業化

農林水産業
から生じる

副産物を工業
用に活用した
いな

全国のコーディネーター

アレルギーの
ある人も食べ
られる食品を
提供したいな
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「医福食農連携」関連予算の概要

平 成 ２ ８ 年 １ 月

平成２８年度当初予算

平成２７年度補正予算

資料44



１．薬用作物国産化のニーズに応えた産地形成に向けた取組

○薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業 ・・・・・・Ｐ２

○特用林産物振興・新需要創出事業 ・・・・・・・・・・Ｐ４

２．介護食品や機能性を有する食品等の開発・普及に向けた取組

○６次産業化支援対策のうちスマイルケア食の普及支援 ・・・Ｐ６

３．「農」と「福祉」の連携の推進に向けた取組

○都市農業機能発揮対策事業 ・・・・・・・・・・・・・Ｐ９

○農山漁村振興交付金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 1 1

４．医福食農連携の推進に資する研究・開発

○「知」の集積と活用の場による革新的技術創造促進事業 ・・Ｐ 1 4

○農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業 ・・・・・Ｐ 1 6

○市場開拓に向けた取組を支える研究開発 ・・・・・・・・Ｐ 1 8

５．「健康」を切り口とした需要開拓に向けた取組

○健康な食生活を支える地域・産業づくり推進事業 ・・・・Ｐ 2 2

○「和食」と地域食文化継承推進事業 ・・・・・・・・・・Ｐ 2 5

目 次



４．医福食農連携の推進に資する
研究・開発



｢知｣の集積と活用の場による革新的技術創造促進事業
【１，７３１（１，０５０）百万円】

対策のポイント
スピード感をもって事業化・商品化を進めるため、異分野の知識や技術を

結集し、産学連携を強化することにより、革新的な技術の研究開発を推進し
ます。

＜背景／課題＞
・農林水産業・食品産業の成長産業化を図るためには、農林水産・食品分野と異分野と
の融合を含む産学連携の更なる強化により、知識・技術、アイデアを集積させ、革新
的な研究成果を生み出し、スピード感をもって事業化・商品化に導くことが重要です。

・こうした革新的な研究開発を行うため、｢知｣が集積する産学連携の新たな仕組み（｢知｣
の集積と活用の場）による研究開発が必要です。

政策目標
○事業化促進研究において、実施課題の90％以上で事業化（平成30年度）
○異分野融合共同研究において、実施課題の80％以上で事業化が有望な研究
成果を創出（平成30年度）
○｢知｣の集積と活用の場による研究開発モデル事業において、実施課題の80％
以上で事業化・商品化が有望な研究成果を創出（平成34年度）

＜主な内容＞

１．事業化促進研究
農林水産業の生産現場や消費者等の多様なニーズに基づき、研究課題を設定し、

民間企業等による事業化に向けた研究開発を支援します。

２．異分野融合共同研究
農林水産・食品分野と工学などの異分野と連携して研究開発を行うことが効果的

な研究課題について支援します。

３．知の集積と活用の場による研究開発モデル事業
事業化・商品化の基盤となる革新的な技術開発について、民間企業等との連携を

促すマッチングファンド方式による新たな支援の仕組みをモデル的に導入します。

補助率：定額

事業実施主体：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

＜各省との連携＞
○ 内閣府ほか ・「科学技術イノベーション総合戦略」に基づき、府省連携の下、

異分野融合研究を支援。

お問い合わせ先：
１及び２の事業 技術会議事務局研究推進課産学連携室

（０３－６７４４－７０４４）
３の事業 技術会議事務局研究推進課産学連携室

（０３－３５０２－５５３０）

［平成28年度予算の概要］



「知」の集積と活用の場による革新的技術創造促進事業

農林水産業・食品産業の成長産業化を図るためには、農林水産・食品
分野と異分野の新たな連携により、両分野の知識・技術、アイデアを集積
させ、革新的な研究成果を生み出し、スピード感をもって事業化・商品化
に導くことが重要です。
「知」の集積と活用の場による革新的技術創造促進事業では、「知」が集
積する産学連携の新たな仕組み（「知」の集積と活用の場）による研究開
発を推進します。

異分野融合共同研究

農林水産・食品分野と工学など異分野と連携して研究開発を行う
ことが効果的な研究課題について支援します。

商品化・事業化につながる研究成果を次々と創出

事業化促進研究

農林水産業の生産現場や消費者等の多様なニーズに基づき、研究
課題を設定し、民間企業等による事業化に向けた研究開発を支援し
ます。
委託先企業等が研究開発の成功時に研究費の１００％、不成功時

に１０％を返済する仕組みを設け、企業の研究開発リスクを軽減し
ます。

｢知｣の集積と活用の場による研究開発モデル事業

事業化・商品化の基盤となる革新的な技術開発について、民間企
業等との連携を促すマッチングファンド方式による新たな支援の仕
組みを導入します。

基 礎

応 用

商品化・
事業化

研究開発
の段階



農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業
（競争的資金）

【３，２０３（５，２３８）百万円】

対策のポイント
農林水産・食品分野の成長産業化に必要な研究開発を、基礎から実用化ま

で継ぎ目なく推進します。

＜背景／課題＞
・農林水産・食品分野の成長産業化を図るためには、産学の研究勢力を結集し、公的研
究機関等の基礎的研究の成果を基に着実に生産現場等で実用化につながる技術的成果
を創出することが重要です。

・研究開発を提案公募方式により基礎段階から実用化段階まで継ぎ目なく推進するとと
もに、優れた研究成果を創出した研究課題は次の研究段階に進める仕組みを導入して
います。

政策目標
実施課題の90％において、革新的な技術成果や実用化につながる技術成果

を創出（平成29年度）

＜主な内容＞

１．提案公募による研究開発
（１）シーズ創出ステージ

産学の研究機関の独創的な発想に基づき、将来、アグリビジネスに結びつく革
新的な技術シーズを創出するための研究開発を推進します。

（２）発展融合ステージ
創出された技術シーズを基に、異分野の産学の研究機関との融合等により、実

用技術の開発に向けて発展させるための研究開発を推進します。

（３）実用技術開発ステージ
国の重要施策や農林水産・食品分野の現場の多様なニーズに対応した実用化段

階の研究開発及び新品種の育成に向けた研究開発を推進します。

２．研究課題の進行管理や研究成果の普及等に関する調査分析
研究課題の審査、進行管理、評価から普及状況等の把握まで一貫した調査・分析

を行うとともに、研究開発の成果の普及等を推進します。

委託費

委託先：民間団体等

お問い合わせ先：
技術会議事務局研究推進課産学連携室 （０３－６７４４－７０４４）

［平成28年度予算の概要］
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市場開拓に向けた取組を支える研究開発
【３６０（２２０）百万円】

対策のポイント
産地や事業者による国内外の市場開拓に向けた取組を支援するため、外国

産物の国産化、国産農林水産物への新しい訴求ポイントの創出、及び輸出に

向けた技術的課題への対応のための研究開発を推進します。

＜背景／課題＞

・農林水産業・地域の活力創造プランが掲げる「需要フロンティアの拡大」等を通じた

農山漁村の所得増大のためには、国内外の市場開拓又は市場シェア奪還に向けた取組

を行おうとする意欲的な生産現場や事業者が抱える技術的課題を解決していくことが

必要です。

・このため、産学官の研究機関等が、これらの取組を行おうとする生産現場や事業者の

具体的なニーズを確認しつつ、出口戦略を明確にして行う研究開発を推進します。

政策目標
○カンゾウ、トウキ等の需要が多い薬用作物の生産性を向上させる技術を

15以上開発（平成32年度）

○２品目以上の地域特産物について、機能性表示を実現(平成32年度) 等

＜主な内容＞

１．薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発［新規］

カンゾウ、トウキ等の需要が多い品目について、他作物の研究者・研究機関が

蓄積している知見や技術も幅広く活用しつつ、低コストで安定生産を可能とする

栽培・生産技術等の開発を推進します。

２．地域の農林水産物・食品の機能性発掘のための研究開発［新規］

既存のコホート研究に機能性を有することが示唆されている地域の農林水産物や

食品について、地域の関係者と連携しつつ、当該農林水産物や食品を活用したビジ

ネスモデルを構築するとともに、機能性表示を可能とするためのエビデンス取得、

機能性を高めるための栽培・加工技術の開発等に向けた研究開発を推進します。

３．国産農産物の多様な品質の非破壊評価技術の開発

農産物とその加工の多様な品質（機能性、食味、加工特性等）について、光学

的手法によって非破壊で一括取得し、集出荷施設等で迅速に評価することを可能

にする技術、輸出先の嗜好に合わせた品質等の選定に資する技術を開発します。

４．養殖ブリ類の輸出促進のための低コスト・安定生産技術の開発

養殖ブリ類の生産コストの削減を確立するため、ゲノム情報を利用してブリ類

［平成28年度予算の概要］
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の病害虫耐性品種等を短期間で育成する技術を開発します。

委託費

委託先：民間団体等

お問い合わせ先：技術会議事務局

１及び２の事業 研究統括官（生産技術） （０３－３５０２－２５４９）

３及び４の事業 研究開発官（基礎・基盤、環境）

（０３－３５０２－０５３６）
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５．「健康」を切り口とした需要開拓に
向けた取組



健康な食生活を支える地域・産業づくり推進事業［新規］
【３８８（－）百万円】

対策のポイント
機能性表示食品制度等を活用して健康関連の食市場を開拓するため、地域

の食の健康都市づくりや食育の推進に関する取組を支援するとともに、制度

活用ノウハウ等の情報提供など、機能性表示制度等を活用促進のための環境

整備を支援します。

＜背景／課題＞

・いわゆる健康食品（特定保健用食品を除く）の市場規模は、直近で約１兆2,000億円

と推計されていますが、平成27年度より機能性表示食品制度がはじまり、今後の市場

規模の拡大が期待されています。

・「日本再興戦略」（平成27年改訂版）には、「食・農を通じた健康を支える食生活イン

フラ整備パッケージ」の策定が盛り込まれているように、健康ニーズの高まりに対応

した、食・農を活用した健康維持・増進ビジネスの創出が必要です。

・このため、機能性表示食品制度等を地方の生産現場や中小企業を含めて食産業全体で

活用していくための環境整備を推進していくことが重要です。

政策目標
○ 平成30年度までに、機能性農産物及び６次産業化による加工食品の機能

性表示食品の市場を新たに25億円創出
○ 第３次食育推進基本計画の重点課題に係る目標の達成

＜主な内容＞

１．機能性農産物等の食による健康都市づくり支援事業 ８６（－）百万円
機能性農産物等を活用して地域の食・食文化の健康ブランド化を推進するため、行

政、生産者、食関連事業者、大学・研究機関（医学、栄養学等）及び消費者等で構成

する地域協議会が行う機能性農産物等の調理手法開発支援や地域の健康データを活用

した効果検証など「食による健康都市づくり」の取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

２．新たな食環境に対応した食育活動モデル推進事業 １００（－）百万円
日本型食生活の普及・実践、食や農林水産業への理解増進を通じた消費拡大を図る

ため、関係者の連携の下、消費者の様々なライフスタイルの特性・ニーズに対応した

食育メニューを体系的に提供するモデル的取組（健康の維持増進に配慮した食品への

理解を促す内容を含むもの）を支援します。

（１）食育メニューの検討、推進会議の開催

（２）各種講習・体験受け入れ先の調査等

（３）効果測定を盛り込んだ食育メニューの実施

①座学を中心とするプログラム

②農業や加工、調理体験等の身近な体験の機会を取り入れたプログラム

③本格的な体験も取り入れ、繰り返し参加するなど、より高度な内容の

プログラム

（４）体験後の行動変容のフォローアップ等

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［平成28年度予算の概要］
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３．食産業における機能性農産物活用促進事業 ２０１（－）百万円
機能性農産物等の生産側・利用側を含めた食産業全体において、機能性農産物等の

活用促進を図るため、特に生産者や中小企業等の機能性表示食品制度の利用促進につ

ながる環境整備の取組を支援します。

・事業者目線でわかりやすく、利用促進につながる事例集・ガイドライン整備

・制度を利用するために必要な知識・ノウハウ等に関する研修等の人材育成

・ビッグデータ等の活用促進基盤（データ収集や解析プログラム等）の整備

・機能性農産物の利用拡大を図るため、バリューチェーン上で隘路となってい

る課題を抽出するための実証的調査

委託費、補助率：定額

委託先、事業実施主体：民間団体等

＜各省との連携＞

○ 経済産業省 ・次世代ヘルスケア産業協議会の取組を通じて公的保険外事業の振興

を推進

お問い合わせ先：食料産業局食文化・市場開拓課（０３－６７４４－１７７９）



加
工
法
・
調
理
法
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開
発

地
域
健
康
食
ブ
ラ
ン
ド
づ
く
り
、
次
世
代
ヘ
ル
ス
ケ
ア
関
連
の
食
産
業
の
創
出

セ
ミ
ナ
ー
開
催

地
域
食
品

メ
ー
カ
ー

地
域

農
業
者

中
食

（弁
当
、

惣
菜
）

地
域
大
学

研
究
機
関

自
治
体

地
域

協
議
会

健
康
な
食
生
活
を
支
え
る
地
域
・
産
業
づ
く
り
推
進
事
業

平
成

2
8
年
度
予
算
額
：

3
8
８

(－
)百

万
円

メ
ニ
ュ
ー
開
発

機
能
性
農
産
物
の
利
用
拡
大
を
図
る
上
で
、
産
業
構
造
上
、
障
害
と
な
っ
て

い
る
課
題
の
実
証
的
調
査
を
実
施
し
ま
す
。

食
品
企
業

健
康
関
連
の
食
市
場
開
拓
支
援

２
．
新
た
な
食
環
境
に
対
応
し
た
食
育
活
動

モ
デ
ル
推
進
（
補
助
）

機
能
性
農
林
水
産
物

機
能
性
農
産
物
の
活
用
促
進

○
機
能
性
表
示
食
品
制
度
を
活
用
し
て
健
康
関
連
の
食
市
場
（
い
わ
ゆ
る
健
康
食
品
の
市
場
規
模
の
直
近
で
1
.
2兆

円
）
を

開
拓
す
る
た
め
、
地
域
の
食
の
健
康
ブ
ラ
ン
ド
づ
く
り
や
食
育
の
推
進
に
関
す
る
取
組
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
制
度

活
用
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
情
報
提
供
な
ど
、
機
能
性
表
示
食
品
制
度
等
を
活
用
促
進
の
た
め
の
環
境
整
備
を
支
援
し
ま
す
。

飲
食
店

ど
う
や
っ
て
申
請

し
た
ら
い
い
の
か

ど
う
や
っ
て
加
工
し

た
ら
い
い
の
か
？

生
産
者

•
活
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
整
備

•
活
用
推
進
の
人
材
を
育
成
す
る
研
修
実
施

•
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
等
の
活
用
促
進
基
盤
整
備

１
．
機
能
性
農
産
物
等
の
食
に
よ
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健
康
都
市
づ
く
り
支
援
（
補
助
）

機
能
性
農
産
物
等
を
利
用
し
て
健
康
都
市
づ
く
り
を
目
指
す
地
域
協
議
会
を
支
援
し
ま
す

①
機
能
性
表
示
食
品
制
度
活
用
推
進
環
境
整
備
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助
）

生
産
者
や
地
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食
品
企
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機
能
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示
食
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を
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用
し
や
す
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環
境
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整
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す
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機
能
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農
産
物
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用
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
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築
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査
（委
託
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能
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農
産
物
を
取
り
扱
う
際
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
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上
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実
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•
構
造
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題
の
解
決
策
を
と
り
ま
と
め

戦
略
策
定

食
事
調
査
、

代
謝
物
デ
ー
タ
収
集

健
康
の
維
持
増
進
に
配
慮
し
た
食
品
な
ど
、
最
近
の
食
環
境

の
変
化
も
踏
ま
え
た
、
消
費
者
ニ
ー
ズ
対
応
型
の
食
育
活
動
モ
デ
ル

を
支
援
し
ま
す

３
．
食
産
業
に
お
け
る
機
能
性
農
産
物
活
用
促
進
事
業

定
量
的
効
果
検
証



「和食」と地域食文化継承推進事業［新規］

【２１２（－）百万円】

対策のポイント
「和食」の保護・継承や第３次食育基本計画の推進を図るため、効果的な
時機を捉え「和食」の普及活動や情報発信を実施するとともに、地域の食文
化の魅力の再発見につながる食育活動を支援します。

＜背景／課題＞

・平成25年12月にユネスコの無形文化遺産に登録された「和食」を今後、国民全体で保

護・継承していくことが必要であるとともに、近年の食生活をめぐる環境の変化に伴

い、国民が生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を

推進することが重要です。

・また、平成28年３月に策定される第３次食育推進基本計画に掲げられる食文化の継承

等を意識した食育の推進等の重点課題の解決に向け、取組を強化することが必要です。

政策目標
第３次食育推進基本計画の重点課題（食文化の継承等）に係る目標の達成

＜主な内容＞

１．「和食」の保護・継承事業 １０３（－）百万円
ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」を国民全体で保護・継承するため、「和

食」をテーマに次世代継承型の食育活動として、食習慣を変えることに抵抗感が少ない

層（幼少期、育児世代等）に、「和食」の普及活動を効果的に実施します。

また、メディア等と連携して「和食」の魅力等を効果的に発信することで、国民に食

生活の見直し等を促し、「和食」の継承を図ります。

委託費

委託先：民間団体等

２．地域食文化魅力再発見食育推進事業 １０９（－）百万円
郷土料理等の地域の食の魅力の再発見や地域における日本型食生活の普及等を促す

ため、生産者や食品企業等、地域の関係者が一体となって取り組む、地域における食

育活動を企画・調整する専門的人材の育成や、食育を通じて地域の食の普及を図る展

示会・交流会・調理体験等の実施を支援します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：関係団体等で構成する協議会

＜各省との連携＞

○ 文部科学省 ・文化振興及び学校における食育の取組を通じて、「和食」の保護

・継承を連携して推進

お問い合わせ先：食料産業局食文化・市場開拓課（０３－３５０２－５５１６）

［平成28年度予算の概要］
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図
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８
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ど
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踏
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れ
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東京農業大学大学院応用生物科学研究科

食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了者に対する

企業等の採用意向に関するアンケート調査報告

平成３０年１２月

一般財団法人 日本開発構想研究所
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東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）の

修了者に対する企業等の採用意向に関するアンケート調査報告

１．調査概要

（1） 調査目的

2020 年 4 月に予定している東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後

期課程）（仮称）の開設に向けて、東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博

士後期課程）（仮称）修了者の就職が見込まれる企業等の採用担当者にアンケートを実施し、東京農

業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）の修了者に対する企

業等の採用意向を把握することを目的とする。

（2） 調査対象

東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）修了者の就

職が見込まれる企業等696社の採用担当者にアンケートへの協力を依頼し、273件の有効回答があっ

た。

（3） 調査方法

東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）修了者の就

職が見込まれる企業等 696 社の採用担当者にアンケート用紙及び東京農業大学大学院応用生物科学

研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮称）の概要を示したリーフレットを送付し、アンケ

ートを実施した。回答は一般財団法人日本開発構想研究所へ企業等から直接郵送。

集計結果より、東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）（仮

称）の修了者に対する採用意向を分析した。

（4） 調査実施期間

平成30年11月～平成30年12月

（5） 有効回収率等

調査対象数：696社

有効回答数：273件

有効回収率：約32.6%（有効回答227件 ÷ 調査対象696件）

※東京農業大学大学院にて設置を構想している応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課

程）は仮称であるが、本文中ではその旨の表示を省略した。



２．調査結果

（1）事業所の種別について 
事業所の種別について調査した結果、回答のあった企業等 273 件のうち、「本社」が 261 件

（95.6%）と最も多く、次いで「支社」8 件（2.9%）、「単独事業所」4 件（1.5%）の順になっている。 

事業所の種別

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 本社 261  95.6   
2 支社 8   2.9  
3 単独事業所 4   1.5  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 273  100  

本社
95.6%

支社
2.9%

単独事業所
1.5% 無回答

0.0%

事業所の種別
N = 273



（2）事業所の所在地について 
事業所の所在地について調査した結果、回答のあった企業等 273 件のうち、10 件以上の回答を得

たものを挙げると、「東京都（23 区内）」が 121 件（44.3%）と最も多く、次いで「その他」28 件

（10.3%）、「神奈川県」20件（7.3%）、「埼玉県」16件（5.9%）、「東京都（23区外）」10件（3.7%）、

「静岡県」10件（3.7%）、「大阪府」10件（3.7%）の順になっている。 ※「無回答」8件（2.9%） 

事業所の所在地

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 北海道 9   3.3  
2 茨城県 6   2.2  
3 栃木県 6   2.2  
4 群馬県 4   1.5  
5 埼玉県 16   5.9  
6 千葉県 9   3.3  
7 東京都（23区内） 121  44.3   
8 東京都（23区外） 10   3.7  
9 神奈川県 20   7.3  
10 新潟県 3   1.1  
11 長野県 6   2.2  
12 静岡県 10   3.7  
13 愛知県 7   2.6  
14 大阪府 10   3.7  
15 その他 28   10.3   

無回答 8   2.9  
N （％ﾍﾞｰｽ） 273  100  

北海道
3.3%

茨城県
2.2% 栃木県

2.2%

群馬県
1.5%

埼玉県
5.9%

千葉県
3.3%

東京都（23区内）
44.3%

東京都（23区外）
3.7%

神奈川県
7.3%

新潟県
1.1%

長野県
2.2%

静岡県
3.7%

愛知県
2.6%

大阪府
3.7%

その他
10.3%

無回答
2.9%

事業所の所在地
N = 273



（3）事業所の業種について 
事業所の業種について調査した結果、回答のあった企業等273件のうち、3件以上の回答を得られ

たものを挙げると、「製造業」が 114 件（41.8%）と最も多く、次いで「卸売業・小売業」76 件

（27.8%）、「宿泊業・飲食サービス業」19件（7.0%）、「建設業」13件（4.8%）、「サービス業（他に

分類されないもの）」12件（4.4%）、「農業・林業・漁業」8件（2.9%）、「学術研究・専門技術サービ

ス業」7 件（2.6%）、「その他」7 件（2.6%）、「金融業・保険業」5 件（1.8%）、「複合サービス業」5
件（1.8%）、「医療・福祉」3件（1.1%）の順になっている。 

 

事業所の業種

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 農業・林業・漁業 8  2.9  
2 鉱業・採石業・砂利採取業 1  0.4  
3 建設業 13   4.8  
4 製造業 114   41.8  
5 電気・ガス・熱供給・水道業 0  0.0  
6 出版・印刷・マスコミ 1  0.4  
7 情報通信業 1  0.4  
8 運輸業・郵便業 0  0.0  
9 卸売業・小売業 76   27.8  
10 金融業・保険業 5  1.8  
11 不動産業・物品賃貸業 0  0.0  
12 学術研究・専門技術サービス業 7  2.6  
13 宿泊業・飲食サービス業 19   7.0  
14 生活関連サービス業・娯楽業 1  0.4  
15 教育・学習支援業 0  0.0  
16 医療・福祉 3  1.1  
17 複合サービス業 5  1.8  
18 サービス業（他に分類されないもの） 12   4.4  
19 公務（他に分類されるものを除く） 0  0.0  
20 その他 7  2.6  

無回答 0  0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 273   100   

農業・林業・漁業
2.9%

鉱業・採石業・

砂利採取業
0.4%

建設業
4.8%

製造業
41.8%

電気・ガス・熱供給・水道業
0.0%

出版・印刷・マスコミ
0.4%情報通信業

0.4%
運輸業・郵便業

0.0%
卸売業・小売業

27.8%

金融業・

保険業
1.8%

不動産業・

物品賃貸業
0.0%

学術研究・

専門技術

サービス業
2.6%

宿泊業・飲食

サービス業
7.0%

生活関連

サービス業

・娯楽業
0.4%

教育・学習支援業
0.0%

医療・福祉
1.1%

複合サービス業
1.8%

サービス業

（他に分類されないもの）
4.4% 公務（他に分類されるものを除く）

0.0% その他
2.6%

無回答
0.0%

事業所の業種
N = 273



（4）大学院（博士後期課程）修了の人材の昨年度採用人数について 
大学院（博士後期課程）修了の人材の昨年度採用人数について調査した結果、回答のあった企業

等 273 件のうち、「昨年度は大学院修了の人材を採用していない（過去には採用した実績がある）」

が 104 件（38.1%）と最も多く、次いで「1～4 名」69 件（25.3%）、「昨年度は大学院修了の人材を

採用していない（過去にも採用した実績がない）」84件（30.8%）、「5～9名」9件（3.3%）、「わから

ない」4件（1.5%）、「10～19名」1件（0.4%）、「20名以上」1件（0.4%）の順になっている。 ※

「無回答」1件（0.4%） 

昨年度の採用人数（博士後期課程修了者）

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 1～4名 69   25.3  
2 5～9名 9  3.3  
3 10～19名 1  0.4  
4 20名以上 1  0.4  

5
昨年度は大学院修了の人材を採用していない

（過去には採用した実績がある）
104   38.1  

6
昨年度は大学院修了の人材を採用していない

（過去にも採用した実績がない）
84   30.8  

7 わからない 4  1.5  
無回答 1  0.4  
N （％ﾍﾞｰｽ） 273   100   

1～4名
25.3%

5～9名
3.3%

10～19名
0.4%

20名以上
0.4%

昨年度は大学院修了の人材を

採用していない

（過去には採用した実績がある）
38.1%

昨年度は大学院修了の人材を

採用していない

（過去にも採用した実績がない）
30.8%

わからない
1.5%

無回答
0.4%

昨年度の採用人数（博士後期課程修了者）
N = 273



（5）大学院（博士後期課程）修了の人材を採用した理由について（複数回答） 
「（4）大学院（博士後期課程）修了の人材の昨年度採用人数について」にて「昨年度は大学院修

了の人材を採用していない（過去にも採用した実績がない）」、「わからない」と回答した88件、無回

答1件を除く184件に、大学院修了の人材を採用した理由について調査した。 
その結果は、「先端的な知識・技術を身につけていることが期待できそうだから」が 104 件

（56.5%）と最も多く、次いで「企画・指導能力が期待できそうだから」92 件（50.0%）、「研究能力

が期待できそうだから」69 件（37.5%）、「新たな分野の人材として期待できそうだから」68 件

（37.0%）、「その他」38 件（20.7%）、「博士の学位を保有している人材が適材と思われる仕事がある

から」37件（20.1%）の順になっている。 ※「無回答」6件（3.3%） 

採用の理由（博士後期課程修了者）

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 博士の学位を保有している人材が適材と思われる仕事があるから 37   20.1  
2 先端的な知識・技術を身につけていることが期待できそうだから 104   56.5  
3 企画・指導能力が期待できそうだから 92   50.0  
4 新たな分野の人材として期待できそうだから 68   37.0  
5 研究能力が期待できそうだから 69   37.5  
6 その他 38   20.7  

無回答 6  3.3  
N （％ﾍﾞｰｽ） 184   100   

20.1

56.5 

50.0 

37.0 

37.5 

20.7 

3.3 

博士の学位を保有している人材が適材と思われる仕事が

あるから

先端的な知識・技術を身につけていることが期待できそうだ

から

企画・指導能力が期待できそうだから

新たな分野の人材として期待できそうだから

研究能力が期待できそうだから

その他

無回答

採用の理由（博士後期課程修了者）
N = 184



（6）大学院（博士後期課程）修了の人材の今後の採用方針について 
大学院（博士後期課程）修了の人材の今後の採用方針について調査したところ、回答のあった企

業等 273 件のうち、「大学院（博士後期課程）修了の人材をできれば採用したい」が 100 件（36.6%）

と最も多く、次いで「大学院修了の人材は必要ない」56 件（20.5%）、「大学院（博士後期課程）修

了の人材を是非採用したい」52 件（19.0%）、「その他」47 件（17.2%）、の順になっている。 ※

「無回答」18件（6.6%） 

将来的な博士後期課程修了者の採用意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 大学院（博士後期課程）修了の人材を是非採用したい 52   19.0  
2 大学院（博士後期課程）修了の人材をできれば採用したい 100   36.6  
3 大学院修了の人材は必要ない 56   20.5  
4 その他 47   17.2  

無回答 18   6.6  
N （％ﾍﾞｰｽ） 273   100   

大学院（博士後期課程）修了の

人材を是非採用したい
19.0%

大学院（博士後期課程）修了の

人材をできれば採用したい
36.6%

大学院修了の人材は

必要ない
20.5%

その他
17.2%

無回答
6.6%

将来的な博士後期課程修了者の採用意向
N = 273



（7）食品安全健康学専攻（博士後期課程）に対する興味・関心について 
食品安全健康学専攻（博士後期課程）に対する興味・関心について調査したところ、回答のあっ

た企業等273件のうち、「大いに興味・関心がある」と回答したのは46件（16.8%）である。また、

「興味・関心がある」141 件（51.6%）との回答があり、「大いに興味・関心がある」、「興味・関心

がある」の合計187件（68.4%）が東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博

士後期課程）に興味を示している。 ※「無回答」1件（0.4%） 

 

大いに

興味・関心がある
16.8%

興味・関心がある
51.6%

あまり興味・

関心はない
19.0%

全く興味・

関心がない
1.8%

わからない
10.3%

無回答
0.4%

食品安全健康学専攻（博士後期課程）への

興味・関心
N = 273

食品安全健康学専攻（博士後期課程）への興味・関心

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 大いに興味・関心がある 46   16.8   
2 興味・関心がある 141  51.6   
3 あまり興味・関心はない 52   19.0   
4 全く興味・関心がない 5   1.8  
5 わからない 28   10.3   

無回答 1   0.4  
N （％ﾍﾞｰｽ） 273  100  



（8）食品安全健康学専攻（博士後期課程）への興味・関心の理由について 
「（7）食品安全健康学専攻（博士後期課程）に対する興味・関心について」にて東京農業大学大

学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）に興味・関心を示した 187 施設に、

興味・関心の理由について調査した。

その結果、「高度な専門的知識・能力を持つ人材が必要だから」が 57 件（30.5%）と最も多く、次

いで「自社で必要とする研究分野だから」56 件（29.9%）、「社会・地域において不足している分野

であり、求められる分野だから」46 件（24.6%）、「東京農業大学大学院に設置される博士後期課程

だから」22件（11.8％）、「その他」6件（3.2%）の順になっている。 

食品安全健康学専攻（博士後期課程）への興味・関心の理由

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 自社で必要とする研究分野だから 56   29.9  
2 高度な専門的知識・能力を持つ人材が必要だから 57   30.5  
3 社会・地域において不足している分野であり、求められる分野だから 46   24.6  
4 東京農業大学大学院に設置される博士後期課程だから 22   11.8  
5 その他 6  3.2  

無回答 0  0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 187   100   

自社で必要とする

研究分野だから
29.9%

高度な専門的知識・能力を持つ

人材が必要だから
30.5%

社会・地域において

不足している分野であり、

求められる分野だから
24.6%

東京農業大学大学院に

設置される博士後期課程だから
11.8%

その他
3.2% 無回答

0.0%

食品安全健康学専攻（博士後期課程）への興味・関心の理由
N = 187



（9）食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用意向について 
「（7）食品安全健康学専攻（博士後期課程）に対する興味・関心について」にて「あまり興味・

関心はない」、「全く興味・関心がない」と回答した 57 件、無回答 1 件を除く 215 件に、東京農業大

学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用意向について調査し

た。

その結果は、「採用を検討する」が 117 件（54.4%）と最も多く、次いで「採用したい」76 件

（35.3%）、「採用は考えない」13件（6.0%）の順になっている。 ※無回答9件（4.2%） 
なお、「採用したい」、「採用を検討する」の肯定的な回答を合算すると、193 件（89.7%）となっ

ている。

（10）食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用人数について 
「（9）食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用意向について」にて肯定的な採用意向を

示した 193 件に対して、東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課

程）修了者の将来的な採用人数について調査したところ、「人数は未確定」が 139 件（72.0%）と最

も多く、次いで「1人」41件（21.2%）、「2人」6件（3.1%）、「3人」5件（2.6%）、「5人以上」2件

（1.0%）の順になっている。 

1人
21.2%

2人
3.1%

3人
2.6%

4人
0.0%

5人以上
1.0%

人数は未確定
72.0%

無回答
0.0%

食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者

の将来的な採用人数
N = 193

食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の

将来的な採用人数

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 1人 41   21.2   
2 2人 6   3.1  
3 3人 5   2.6  
4 4人 0   0.0  
5 5人以上 2   1.0  
6 人数は未確定 139  72.0   

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 193  100  

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 採用したい 76   35.3   
2 採用を検討する 117  54.4   
3 採用は考えない 13   6.0  

無回答 9   4.2  
N （％ﾍﾞｰｽ） 215  100  

食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用意向

採用したい
35.3%

採用を検討する
54.4%

採用は考えない
6.0%

無回答
4.2%

食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者

の採用意向
N = 215



（11）社員が食品安全健康学専攻（博士後期課程）で学びたいと希望した場合の入学奨励について 
社員側から東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）で学び

たい（学費は社員の自己負担として）と申し入れがあった場合の入学奨励について調査した結果、回

答のあった企業等 193 件のうち、「わからない」が 100 件（51.8%）と最も多く、次いで「希望する

社員によっては勧める」50 件（25.9%）、「勧める」22 件（11.4%）、「積極的に勧める」8 件（4.1%）、

「勧めない」6件（3.1%）、「その他」6件（3.1%）の順になっている。 
※「無回答」1件（0.5%）

食品安全健康学専攻（博士後期課程）への

社員入学申し出に対する意向

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 積極的に勧める 8   4.1  
2 勧める 22   11.4  
3 希望する社員によっては勧める 50   25.9  
4 勧めない 6   3.1  
5 わからない 100   51.8  
6 その他 6   3.1  

無回答 1   0.5  
N （％ﾍﾞｰｽ） 193   100   

積極的に勧める
4.1% 勧める

11.4%

希望する社員に

よっては勧める
25.9%

勧めない
3.1%

わからない
51.8%

その他
3.1%

無回答
0.5%

食品安全健康学専攻（博士後期課程）への

社員入学申し出に対する意向
N = 193



３．調査結果のまとめ

東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）の修了者に対する将

来的な採用意向人数の集計にあたっては、「（9）食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用

意向について」の肯定的な回答数と、「（10）食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用人

数について」の将来的な採用人数の各選択肢（「1 人」、「2 人」、「3 人」、「4 人」、「5 人以上」、「人数

は未確定（※）」）を乗じ、これを合計し、算出した。

※「人数は未確定」とは、「（9）食品安全健康学専攻（博士後期課程）修了者の採用意向について」

にて、「採用したい」、「採用を検討する」と回答し将来的な採用意向は示すが、アンケートの時点で

は将来的な採用人数について確定していないものである。したがって、本調査では「人数は未確定」

の将来的な採用人数を最低数である「1人」として計算した。 

応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）

下記の表より、東京農業大学大学院応用生物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）の

修了者に対する採用意向人数は「採用したい」のみで合計した場合、97 人分となる。入学定員は 3
名であるため、32.3倍の採用意向を確保できている。 
また、「採用したい」、「採用を検討する」を合計した場合、採用意向人数は 217 人となり、これは、

入学定員3名に対して、72.3倍となる。 

以上の調査結果と、今回の調査対象以外の進路も考えられることから、東京農業大学大学院応用生

物科学研究科食品安全健康学専攻（博士後期課程）の修了者の進路は十分に確保できるものと考える。

　回答数(件) 　回答数(件)

人数(人) 人数(人)

1人(A) 18      (a) (A)×(a) 18   1人(A) 41   (a) (A)×(a) 41   

2人(B) 5  (b) (B)×(b) 10   2人(B) 6    (b) (B)×(b) 12   

3人(C) 4  (c) (C)×(c) 12   3人(C) 5    (c) (C)×(c) 15   

4人(D) -   (d) (D)×(d) -     4人(D) -     (d) (D)×(d) -  

5人以上(E) 2  (e) (E)×(e) 10   5人以上(E) 2    (e) (E)×(e) 10   

人数は未確定(F) 47      (f) (F)×(f) 47   人数は未確定(F) 139  (f) (F)×(f) 139  

無回答 -   無回答 -     

97 人

※採用人数が無回答であった場合は、計算から除外した

「採用したい」

のみ
合計

「採用したい」

「採用を検討す

る」の合計

合計

合計採用意向 合計採用意向 217 人



＜農学研究科⾷品栄養学専攻対象＞ （単位：件）

職種名 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 総計
営業職 3,233 3,504 3,739 3,808 14,284
販売職 697 733 822 803 3,055
事務職 1,501 1,689 1,846 1,849 6,885
企画・ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ職 658 688 781 593 2,720
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ関連職 767 788 805 972 3,332
管理・ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ職 429 387 412 341 1,569
技術職 1,335 1,474 1,623 1,577 6,009
開発・研究職 688 753 845 956 3,242
施⼯管理職 603 676 770 939 2,988
サービス職 671 768 812 778 3,029
製造・⽣産関連職 591 625 766 855 2,837
配送・物流関連職 85 98 114 164 461
専⾨・資格職（整備⼠含む） 107 129 126 160 522
講師（塾など）・ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ 134 174 166 140 614
医療総合職 24 37 28 56 145
ﾃﾞｻﾞｲﾝ関連職 357 368 392 366 1,483
総合職 1,572 1,769 1,914 2,260 7,515
⼀般職 262 276 327 368 1,233
その他 461 473 425 356 1,715
総合職（地域限定） 297 325 351 461 1,434
貿易事務職 68 79 95 95 337
プログラマー 1,071 1,185 1,250 1,242 4,748
ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱ 1,421 1,595 1,662 1,706 6,384
⽣産管理・品質管理職 512 584 672 832 2,600
機械・電気設計職 544 627 723 860 2,754
建築・⼟⽊設計職 448 513 544 611 2,116
店舗運営職 450 459 474 513 1,896
医療事務職 77 87 88 92 344
福祉（ＭＳＷ）医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 14 16 21 21 72
福祉（ＰＳＷ）精神保健福祉⼠ 26 26 33 37 122
福祉（相談員） 130 148 191 147 616
福祉（指導員） 131 136 157 154 578
福祉（介護職） 338 354 411 407 1,510
保育⼠ 123 162 239 234 758
栄養⼠ 108 124 121 138 491
薬剤師 94 90 110 95 389
臨床⼯学技⼠ 9 8 9 8 34
営業事務職 492 566 599 610 2,267
教員（⼩学・中学・⾼校） 55 56 68 63 242
教員（幼稚園） 15 28 64 63 170
福祉（その他） 116 129 157 123 525

2015〜2018年度 職種別求⼈件数
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医療（理学療法⼠） 75 77 76 74 302
医療（作業療法⼠） 65 67 88 78 298
医療（その他専⾨職） 44 48 35 59 186
⾔語聴覚⼠（⾔語療法⼠） 25 28 40 38 131
視能訓練⼠ 2 6 10 5 23
臨床検査技師 24 30 34 31 119
看護師 113 104 115 104 436
保健師 17 20 28 38 103
助産師 4 4 9 8 25
管理栄養⼠ 112 141 153 164 570
社会福祉⼠ 147 171 192 226 736
獣医師 29 22 41 38 130
⻭科衛⽣⼠ 16 14 18 16 64
診療放射線技師 15 11 14 13 53
診療情報管理⼠ 7 4 5 12 28
登録販売者（薬種商販売） 26 20 19 33 98
医療（柔道整復師） 14 25 17 18 74
医療（鍼灸師） 6 16 9 10 41
医療（救急救命⼠） 1 2 2 5 10
⾷品衛⽣監視員 10 7 8 6 31
胚培養⼠ 8 8 10 6 32
造園職 46 51 54 54 205
家畜⼈⼯授精師 12 11 12 14 49
輸送運転職（鉄道・⾃動⾞・船舶 32 43 52 59 186
機械運転職（建設機械など） 30 50 45 10 135
パティシエ・調理師 75 104 107 140 426
臨床⼼理⼠ 7 9 9 14 39
保育教諭 35 50 85
介護福祉⼠（ケアワーカー） 3 133 226 362
准看護師 1 19 28 48
⻭科助⼿ 15 20 35
総計 21,676 23,803 26,156 27,450 99,085
※同年度内は延べ件数です。
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